輸入住宅の資材調達システムに関する一考察――日本とカナダの住宅メーカーによる国際取引の事例―― by 村山 貴俊
輸入住宅の資材調達システムに関する一考察――日
本とカナダの住宅メーカーによる国際取引の事例―
―
著者 村山 貴俊
雑誌名 東北学院大学論集. 経済学
号 147
ページ 85-170
発行年 2001-09-15
URL http://id.nii.ac.jp/1204/00024102/
輸入住宅の資材調達システムに関する一考察- 日本とカナダの住宅メー カーによる国際取引の事例一
村 山 貴 俊
I はじめに
]I 輸入住宅ビジネスへの着手
(l) 会社概要
(2) 輸入住宅への参入動機
II  初期の資材調達システム
(l) コンソリデーターを介した調達体制
(2) 自社調達システムの構築
(3) 失敗と対策についての事例
(4) ロジスティックスおよび発注業務の制度化
lV 調達システムの変化
(l) 工場新設によるロジスティックス変更
(2) 決済条件の見直し
(3) 新たな展開
V システム変化の動態、a むすびにかえて一調達システムの間題点一
東北学院大学論集 経済学第147号 2001年9月
-85- 1
柬北学院大学論集経済学第147号
Abstract
Thispaper nalyzes why aJapanesehome builder(Selco Hom  Corp.)entried
the importedhome business and how its purchasing system of oreignhome materi-
als i  tructured.It is found hatthefrequent c ang sof the purchasing system are
the result of the increasing negotiationpower of Selc  Home and the change in
business environments of Selco H me and its main Canadian supplier(Viceroy
Home Limited).Finally  modelof a negotiationgame is applied to find what will
bethe criticalfactorsto stabilizefdestabilize thetrade r lationship of the Japanese
andCanadian home builder.
I はじめに
輸入住宅は, いかにして, 日本に入つてくるのか。 この疑間にこたえる
ために,本稿では,輸入住宅業界のト ップメーカ のーl社として活躍する
「セルコホーム㈱」(Selco Home Corp.;以下,セルコホームと略記する)を
主たる研究対象とし, 輸入資材の調達システムの構築および修正について
分析するl )。
本来なら, 住宅輸入の態様をより良く理解するためには, 調達活動はも
とより,設計,施工,営業,財務活動をも射程にいれた体系的な分析が必
l ) 本1商の作成にあたっては, l997(平成9)2̃000(平成l2)年の4年間で, セ
ルコホー ム , スウェー デンハウス,東急ホーム,ジェトロ,輸入住宅産業協
識会・ヴァイスロイ・ホームズ,カナダ大使館およびサスカチュワン大学の
関係者に対してヒアリングおよび調査をおこなった。なかでも, セルコホー
ムの新本恭雄代表取締役社長は, 本研究計画に深いご理解を示してくださり
実地調査の際には資料提供などで格別なるご配慮を頂いた。 さらに, カナダ
での調査については, 「l998年度東北学院教育研究助成金共同研究B業務」 か
ら資金援助をうけた。また,フランチャイズ関係の調査にっいては「l999̃
2000年度科学研究費補助金基盤研究Cc)(l)」 (研究番号ll630ll7;フランチャ
イズ経営の有効性と間題点に関する研究) から助成を受けた。 これら多くの
ご協力に対し, ここに記して謝意を表したい。 もちろん, ありうべき過誤は
全て・筆者の責任である。
2 -86-
的入住宅の資材調達システムに関する一考察
要となろう。 しかし, いさ調査を始めると, 調達活動だけでも非常に複雑
な内容が含まれていることが明らかになった。 そのため, 研究範囲が限定
されてしまうことをあらかじめ断つたうえで, 本稿では, 住宅輪入の要と
もいえる資材調達システムの分析に焦点を絞ることにした。
住宅輸入における資材調達システムには, 外国の資材サプライヤ のー選
別に始まり,資材輸送のロジスティックス構築,発注方式や決済条件の取
り決め, 船会社の手配, コンテナへの梱包手順の決定, さらに事後的なク
レーム処理など, かなり多くの内容が含まれている(これこそが,単なる資
材調達ではなく,資材調達、?;l、i:・、と呼ぶlつの理由でもある)。しかも,シス
テムの形態には,経営環境や交渉力などの変化に応じて,逐次,修正が加
えられる。 そこで, このようなシステムの変化過程を時間軸にそって追跡
調査したうえで, その変化を生み出した原因を探ることが, 本稿のより具
体的な間題意識となる。
とはいえ, 現在進行中の変化については調査が難しいため, さしあたり
セルコホームにおける住宅輪入の開始時点からl999 (平成ll) 年頃までを
主たる分析期間として区切つておきたい。 また, 研究対象がl社と少ない
うえに. 必ずしも十分とはいえない聞き取り調査や社内資料などに依拠し
て分析を進めさるを得なかったことから, その内容は制約的かっ限定的と
なろう。 本稿を輸入住宅ビジネスに関する今後の体系的研究に資するlつ
の中間的な論考と位置づける所以である。 なお, 本稿の構成および各章で
の分析意図は, 以下の通りである。
まず, I[節では, セルコホー ムの会社概要および同社が住宅輪入に着手
するまでの経緯を明らかにする。 とりわけ, セルコホームにおける事業構
造の転換, すなわちリスクの高いディぺロッパ一型事業から脱却し, リス
クの低い注文住宅事業を強化するためのl っの手段として輸入住宅を導入
していった過程に注日する。
ついで,III節では,初期の資材調達システム (l995年̃l997年頃)と題し
て, コンソリデータ一依存型の調達体制から自社調達システムへの移行過-87- 3
東北学院大学論集 経済学第l47号
程, およびこの自社調達システムの内容を明らかにする。 ここでは, コン
ソリデー ターと呼ばれる輸入資材の仲介業者に支払う手数料および高めに
設定された資材価格から発生するコスト增を回選するために, セルコホー
ムが自社調達システムの構築へと乗り出していった経営行動に注日する。
さらに, 多くの間題に直面しながらも, 発注価格の取り決め, 梱包方法や
品質管理方法の徹底などによって, システムの細部にまで制度化が進んで
いく過程をみる。 すなわち, ここでは, システムの制度化の過程こそが分
析対象となる。
それに対して,IV節では, 経営環境や交渉力の変化に応じた調達システ
ムの修正過程(1998年頃以降)を明らかにする。なかでも,カナダのサプ
ライヤー の工場移転から引き起こされたロジステ ィ ッ クスの変更, ならび
にセルコホームとサプライヤ一間での交渉力の変化にともなう決済条件の
見直しなどに触れ, そのような変化を生み出した原因についても検討する。
また, 現在進行中の変化と対応についても, 可能な限り明らかにする。 す
なわち, ここでは, 先の制度化に対して再制度化の過程こそが分析対象と
なる。
さらに, V節では, 前節までの調達システムの変化の動態をもう一度体
系的に整理したうえで若干の理論的考察を加える。 ここでは, 調達システ
ムの変化過程を4つの段階に分類し, セルコホー ムとサプライヤのー国際
的な取引関係に交渉ゲームというlつの見方を適用してみる。 そのうぇで,
各段階への移行が, 経営環境や交渉力の変化によって引き起こされ, さ ら
に交渉上のパワ一関係が発注規模(スケ ール) によってかなりの程度影響
される, という見解を提示する。 また, 本質的には利書が相反するセルコ
ホームとサプライヤーの関係であるが, 現在までのところはセルコホーム
からの発注規模が年々順調に伸びてきていることで, その対立が表面的に
はいったん沈静化されているという態様を明らかにする。
最後に, u節では, セルコホームの資材調達システムに内在している問
題点を明らかにし, 本稿のむすびにかえる。 なかでも, 輸入住宅ピジネス
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の存続を図るうぇで, 特に重要と考えられる販促面 (発注規模の拡大) の間
題点, さらに資金調達面の問題点を分析し, それらのマネジメントに失敗
すれば, 同社の輸入住宅ビジネスの全てがうまく回転しなくなるという危
険性を指描する。
II 輸入住宅ビジネスへの着手
(1) 会社概要
セルコホー ムの前身「仙台土地開発」は,l959(昭和34)年l0月に設立
された。前社長の故・新本恭弘氏(l999年7月9日に逝去)と関鋼次郎氏が
共同で設立した会社であったが, 関氏が町長に転身するため帰郷したこと
から, その後は新本氏が単独で経営にあたった2 )。
1970(昭和45)年4月には資本金をl,000万円に增資, さらにl988(昭和
63)年1月には資本金を1億円に增資,l992(平成4)年4月には従業員
数がl00名をこえ, l993 (平成5)年には社名をセルコホームに変更した3 )。
l998 (平成10) 年に提供された会社案内によれば, セルコホー ムの事業
は,図表lのように4つの部門で構成されていた4 )。l997(平成9)年時
図表 1 セルコホームの事業内容
ホームコー ディネート事業 <注文住宅の販売>
オリジナルll入システム住宅の販売, 在来木造住宅の販売。
<ア パー ト  ・商業ビルatlit>
土地の有効活用に向lナたコンサルティング. 特に木通アパートにおいてli●a入
アパートを開発し高品買・低価修の商品を提tlll。
ホームディぺロップ事業 <戸題住宅の分題>
la入システム住宅及び高動久木造住宅の土地付戸理の1a売。
<集合住宅の分国>
分llマンシaン. タウンハウスの販売,
ライフサービス事集 <費貸>仙台国の約l,800戸の費責物件を管理 ・ 提供,
< 通 > 土 地 ・ 中 古tt宅など仲介業新。
<サービス>引8し後の定期点検0アフターサービス,
< リ フ tムー>增・改基・外解・インテリア等のコンサルティング.
パートナ シー-,プ事業 ■la入住宅のフランチャイズシステムの理営
■費材国逢・設計・確工・販売に至るノウハウの提供とコンサルティング
(出所) セルコホー ム提供資料より作成 (l998年)。
2)セルコホームの詳細にっいては.館蒔(l997)および村山(2000)を参照さ
れたい。
3 )  セルコホー ムの会社案内を参照。
4 )  セルコホー ムの会社案内を参照。-89- 5
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点での発行済株式総数は20万株となっており, 全株式数の88.9%に相当
するl7万8,000株を前社長の新本恭弘氏, 7.4%に相当するl万5,000株を
前副社長の新本恭雄氏 (新本恭弘氏の息子であり,l999年7月9日に代表取商l
役社長に就任), 3.6%に相当する7,000株を新本恭成氏が, それぞれ所有
していた5 )。
l987(昭和62)̃l997(平成9)年までの売上高と利益の推移は,図表2
に要約されており, 売上高は緩やかな上昇傾向を示している。 さらに,
l99l(平成3)l̃997(平成9)年までの従業員数の変化も, 図表3にみら
れるように增加傾向を示している0なお, l997(平成9)年9月30日時点
の平均年齢は, 男子従業員が30才4ヵ月 (平均動続年数4年lヵ月), 女子
従業員が25才7ヵ月( 3年 4ヵ月),全体で29才3ヵ月( 3年9ヵ月)となっ
ている6 ) o
支店,営業所,展示場の展開は,以下のようになっている。宮城県仙台
市内には,上杉本社に営業本部と分讓部がおかれ,そのほか,仙台南支店
(l994年4月開設), 仙台北支店(1994年l0月開設), ホームコー ディネー ト
事業本部(1996年6月開設)が配置されている。市外および県外では,宮城
県古川市に古川営業所(l997年3月開設), 山形県山形市に山形支店 (l997
年3月開設), 福島県福島市に福島支店 (l997年3月開設), 福島県郡山市に
郡山支店(l998年l0月開設)が配置されている7 )。さらに,l999(平成ll)
年3月には, 神奈川県横浜市に東北域外の初の直営拠点となる横浜支店が
開設された8 )。なお,2000(平成12)年8月現在,これまで東京での仕事
を処理していた東京都中央区の東京事務所は既に閉鎖されている。
2000(平成l2)年8月時点での住宅展示場への出展状況は,宮城県内に
多賀城,仙台駅東,明石台,小田原,古川の5ヵ所,県外に山形,福島,
郡山,横浜の4ヵ所,計9ヵ所となっている。
5 )  セルコホーム「営業報告書』 l997年次を参照。
6)セルコホーム 「営業報告書」各年次を参照。
7 )  セルコホー ムの会社案内を参照。
8 )  「日本経済新間 (東北経済)」l998年l2月23日付けも参照されたい。
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図表2 セルコ木一ムの業積推移(1987年2月̃1997年 月)_
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(注) 決算期間の変更にっき, 第30期のみ半期決算となっている。
(出所)セルコホーム『営業報告書』各年次より作成。
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図表3 セルコホームの従業員数の推移(1991̃1997年)
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(出所) 『営業報告書』 各年次より作成。
また, これらの直営拠点に加えて,セルコホームから資材供給およびノ
ウハウの提供を受けて各地域で輸入住宅を建設, 販売するパー トナー シッ
プ加盟店が全国的に展開されている。 加盟状況としては, 1998(平成10)
年末時点で40社となっており, 1999(平成11)年5月中には68社にまで増
加すると見込まれている。 さらに, 将来的には, 200社程度にまで拡大し
ていく計画も立てられている9 )。
(2) 輪入住宅への参入動機
ここでは, セルコホー ムが輸入住宅ビジネスに着手するまでの経緯に目
をむける。 結論を先取りして述べれば, 既存の事業構造を再編成するため
の1つの力として輸入住宅を活用していったと考えられる (図表4のよう
に参入ブロセスを要約しておきたい)1o)。
9) 『日本経済新聞 (東北経済)』 1998年12月23日付けを参照。
10) 本節でのセルコホー ムに関する記述については, 特に注記のない限り, セル
コホー ム関係者へのヒアリング(1998年5月18日) に依拠している。
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図表 4 輸入住宅ピジネスへの参入プロセス
セルコホー ムの居動 外部環境
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(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングをもとに作成。
- 93-
東北学院大学論集経済学第l47号
図表5 セルコホーム全売上高に占める注文住宅の比率
(出所) セルコホーム提供資料および関係者へのヒアリングをもとに推定。
セルコホー ムは, l994 (平成6) 年に仙台市泉区で輸入住宅の建売住宅
を初めて建築, 販売し, 翌l995(平成7)年2月から輪入住宅の注文住宅
の受注を開始した。 輸入住宅を手掛ける以前は, 同社の事業においては,
マンションや在来工法の建売住宅が中心的な位置を占めていた。他方, 同
社の (高気密・高断熱在来工法による)注文住宅の事業基盤は極めて脆弱で
あり, 何とかしてこの分野を充実させたいという強い思いがあった (図表
5)o
なぜなら, マンションや建売住宅は, ディぺロッパ一型の事業構造をも
っており, そこには高いリスクが伴うと認識されていたからである。すな
わち, マンションや建売住宅というのは, 土地の購入に始まり,宅地の造
成および住宅の建築を経て, 完成後にようやく分讓できるといった特質を
もっ。 この間, たとえ小規模な団地開発であっても, 開発許可申請, 工事
l0 -94-
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図表6 ディぺロッパ一事業における宅地造成とキャ ッシュフロー
1年日 2年日 3年日 4年日 5年日
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングをもとに作成。
完了検査, 確認申請書などの行政手続きを含めると, 最低でも2年̃ 3年
のリードタイムが必要になる。 しかも, 企業の長期的な存続が前提となれ
ば, lつの宅地開発が完成する前に, つぎの候補地を購入し開発を進めて
いかなければならない。
つまり,住宅メーカーは,これら2年̃3年周期の「投資二o,開発二'・分顧」
という開発サイ クルを次々 と回転させていかなければならないのである
(図表6)。そして, ここでは,開発サイクル初期への投資負担の集中, さ
らにこのサイクルを効呆的に回転させていくための切れ目のない資金充当
など,財務経営に関する多くの間題が生じる。もちろん,この間には,宅
地開発のための投資のみならず,賃金の支払い,さらに販促費,広告費,
間接費などの事業運営上の支出が恒常的に発生している。 そのため, (株
式を上場していない)住宅メーカはー, これらの資金需要を主に長・短期の
借入で賄つていくわけだが, 現在のように金融機関の貸し渋りが一斉に生
じると, 資金調達力の欠如した中小の住宅メーカは, いとも簡単に倒産の-95- l l
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危機に直面してしまう。
それに対して, これまで大手ディべロッバー(例えば三菱地所など)は,
強い資金調達力や潤沢なキャッシュ・フロー を武器にして上で述べたよう
な資金線りには比較的うまく対処していたという。 また, 大手ディぺロッ
パーの多くは, そうした資金力を活かして20年̃30年先を院んだ長期の先
行投資をおこなうのが慣例であった。 そのうぇで, 機が熟したのを見計ら
って, それら安い価格で大規模に購入した土地を宅地へと造成し, 高級住
宅地として売り出していくという開発行動をとった。 しかしながら, セル
コホームのような中小住宅メーカーが, 大手のような長期の投資姿勢を貢
けるかといえば, それは非常に難しく,「2年ないし3年後に分讓する土
地を, そこそこ高い値段で購入し開発を進めていかなければならなかった
」ll)のであるl2)。この間に,もしもバブル崩壊などの急激な景気変動が
生じると, 先行投資した土地が2年̃ 3年後の分讓時には大きな値崩れを
起こし, 多額の含み損を抱え込むことになる。 もちろん, 長期の投資姿勢
を貫ければ, 短中期の景気循環による地価変動のリスクはおおよそ回選で
きるのだが, 中小住宅メー カーがそうした姿勢を保持することは基本的に
難しかった。
このようにして, 中小住宅メーカーが, 大手のようなディぺロッパ一型
の事業展開を安易に模倣すれば, 資金運用や景気変動などへの対応におい
て, かなりの無理が生じ, 大きなリスクを抱え込んでしまうことになる。
周知のように, 日本経済は戦後最長の平成不況と対時しており, この間,
地価の急落, 銀行の貸し渋り, さらに住宅に対する消費意欲の減退といっ
た幾多の惡条件が重なり, 上記のような事業リスクは一段と拡大していっ
ll)  セルコホーム関係者へのヒアリング (l998年5月l8日) よ り。
l2)ちなみに.最大手のl社である三菱地所のl998(平成l0)年度フリー・キャ
ッシュ ・ フ ロー  (当期純利益+減価債却費) は635億7500万円となっている
(「三菱地所有価証券報告書』l998年3月)。セルコホームについては,正確
に把握できないが, l997 (平成9) 年度で約3億2874万円程度と推定される
(fセルコホーム営業報告i!l』l997年9月)。このように,両社の資金力の差
は歴然としている。
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た。 いまや大手ディぺロ ッパー であっても, バブル崩壊以後の景気低迷と,
そこで生じた地価の購落に対処できずに, 倒産の危機に直面していること
は既に明らかであるl3)。
このような状況を鑑みて, セルコホー ムは, 既存のディぺロッパ一型の
事業展開を見直し, よりリスクの小さい注文住宅に本腰をいれる姿勢を打
ち出した。 すなわち, 注文住宅とは, 既に土地を所有している願客から注
文をとり, そこに上モノの住宅だけを建築していく事業であることから,
当然, 土地を買収するための時間や資金の負担が軽減される。 しかも原則
として, 住宅の施工開始から完成までの短い期間で費用や投資の大部分を
回収できることから資金繰りはディぺロッバ一型に比して容易である。
しかし, 注文住宅は, このように魅力的な事業領域であることから, 大
手プレハプメー カーや工務店などのライバル企業が乱立し, 市場では激し
い競争が展開されていた (図表7)。 そのため, セルコホー ムなどの地方中
小メー カーは, これまで際立つた製品企画力や広告力を保持していなかっ
たことから, 同市場では常に苦戦を強いられてきた。 しかしながら, 先に
述べたようなリスクが一段と高まってきたことで, セルコホー ムは, まさ
に今後の社運を賠けて, 注文住宅分野の強化に乗り出す必要性に迫られた
のであるl4)。 ここに, 魅力的な新商品の導入が強く意識され始め,輸入
住宅がそのlつの選択肢として浮かびあがってきたのである。
ところで,セルコホーム社内で使われる販促用ビデオ『ザ・ホーム故郷』
によれば,l99l(平成3)年頃から「密かに」輸入住宅に目を向けていた
l3) 例えば, 2000 (平成12)年3月7日時点の株価終値は, 例えば建設分野では東
急建設(東証1855)が1株64円,長谷工コーポレー ション(東証1808)が1株
41円, 不動産分野では藤和不動産 (東証8834) がl株61円となっており, 1株
100円という1つの危機的水準を大きく割り込んだ銘柄が做見されるようにな
っている。 もちろん, 何れも東証1部上場の大手企業であるが, それら業観
不振の原因の1つは, バプル期の過剰投資と, その後の消費減退ならびに地
価確落にあったと考えられる。ちなみに,三菱地所(東証8802)は1株955円,
三井不動産 (束証880l) は1株900円となっている。
14) 『輸入住宅建材ビジネスニュース』 l997年6月号, 4頁も参照されたい。
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図表7 住宅供結戸数ランキング(マンションを除く)
順位 会 社 名 l999年度実願:(戸) 2000年度計画(尸)
l
2
3
4
5
6
7
8
9
10
ll
l2
l3
l4
l5
l6
l7
l8
19
20
積水ハウス
大和ハウス工業
ミサワホーム
積水化学工業
大東建託
レオパレス2l
ナショナル住宅産業
旭化成工業
住友林業
三井ホーム
アイフルホームテクノロジーエス・パイ- エル一条工務店(東京都)
東日本ハウスユニパーサルホー ム
トョタ自動車
クポタハウス (大阪市)
大成建設
殖産住宅相互
太平住宅(東京都)
58,000
36,265
32,422
22,770
20,521
20,453
l7,9l3
l5,622
l0.853
9,086
6,6l4
5,378
4,300
3,690
3,447
3,l55
2,550
2,375
2.212
l.675
60,200
36,800
33,000
2l,700
25,470
20,650
l8,000
l6,650
l2,0l0
9,400
7,000
5,220
4,500
3,8l0
4,300
3,600
2,500
2,500
2,l07
1,260
(注)原則完工ぺース。 ミサワホーム, 設水化学工業, ナショナル住宅産業,,
旭化成工業, 三井ホームは販売ペー ス, 大和ハウス工業は引き渡しペー ス.
トョタ自動車, ユニパーサルホー ムは着工ぺース。
(出所)日本経済新聞(朝刊)2000年9月4日付より引用。
とされるが,このような気連が「本格的に」醸成されてきた時期を(ヒア
リング調査などでも) 正確に特定することは難しかった。 しかし, あえてそ
の時期を特定するなら, 以下のようになろう。 先にも述べたように, 注文
型の輸入住宅の受注が開始されるのがl995(平成7)年2月であり, その
前のl年間は建売型による輸入住宅の導入期であった。l994(平成6 )年
の建売型こそがl995(平成7)年以降の注文型による本格的展開への l つ
の序曲になっていたとすれば, その前年あるいは前々年, すなわちl992
(平成4)̃ l993(平成5)年頃に,住宅輸入に向けた具体的な働きかけが
始まっていたと推察できる。
さらに, 1990年代初めのセルコホームを取り巻くマクロ的な経済環境に
も日を向けたい。 図表8で示されているように, 住宅の新設着工戸数は,
l980年代後半にビークをむかえたのち, l99l (平成3)年度に前年度比で
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図表8 新設着工戸数の推移
(出所)建設省編『平成10年版 建設白書』大蔵省印刷局, 1998年, 210頁より作成。
マイナス19.4%と大きな落ち込みをみせた。 いわゆる, 住宅市場におけ
るバブル崩壊である。そのため,1990(平成2)年頃(バプル崩壤の直前)
に買収された高価な土地は, 実際に分譲が可能となる1993 (平成5)年頃
には多額の含み損を抱え込んでいたと考えられる。 これは, まさにセルコ
ホーム内において注文住宅の強化が意識され始めた時期に一致する。
また, 日本の行政の動きにも注目したい。1992(平成4)年の宮沢政権
1993(平成5)年の細川政権は,政府の取り組むべき緊急課題として,内
外価格差の是正および貿易黑字の解消を目的とした (輪入品に対する) 市場
開放プログラムを掲げた(図表9)。 このような動きを受けて, 1993(平成
5)年3月には,通産省,建設省,農林省が三省合同で「輸入住宅促進協
議会」 (JETR0が事務局となる) を発足し, 住宅輸入にむけての具体的な施
策の検討や体制づくりを始めた。
ついで,1994(平成6)年3月には,建設省から「住宅建設コスト低滅
に関するアクション・プログラム」が発表された。 そのプログラムでは,,,
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図表9 輪入住宅産業における政府および行政の動向
時期 施l取, 政 策.例度 内容
l992年6月政府 生活大国5カ年計画 (富沢政梅) 東f商大部市で動旁者が平均年取の5倍a度で住宅をm入できるようにする。
l993年9月 政府 緊急'轟済対策(細川政前) 柱のひとっとして●0入住宅の書及促進。
l993年ll月三省 的入住宅促進協識会発是
(建設,展林,通産tf;事務局は
ジェトロ)
2000年進に標準的な住宅の建設コストを
94年当時の2/3程度に引き下げる「ア
クションプログラム」を報定。
l994年6月三省 前入住宅促進協發会報告1l1l作成 ●a入促進のための方無。
l994年l0月ジェトロ的入住宅展示場開設 iL幌.横浜.大阪,組岡
開5年3月 政府 系.急t円高経済対策
住宅速發コスト確波のための緊急
重点計画
(理,法,厚.民水.通産省)
l10l入住宅等の設E的H・入。
l996年3月五省 建集理約観和,輪入住宅書及保進活動を
推進。
l996年3月ジェトロl0入住宅展示場開設
商入住宅部新セジタ二開發一一一一
仙台.名古屋,神戸,広島
l996年4月ジェトロ 東京.大阪
l997年ll月政府 2l世程を切りひらく聚急優済対策土地取引の活性化や理制a和が柱。
(出所) ●a入住宅産業協識会提供費料 (l998年) および同協識会へのヒアリングより作成。
今後3 ヵ年以内に 「先導的役割を担う特定の事業 (リーディング・プロジェ
ク ト )  の住宅建設コストをこれまでの2/3程度とする」計画が明示され,
リーディング・プロジェクトのlつとして「輸入住宅の普及促進」が位置
づけられたl5)。さらに,同年6月には,通産,建設,展林の三省に,ア
メリカ合板協会代表(チャールズ・バーンズ),カナダ大使館代表(マッケン
ジー・クラグストン),デンマー ク大使館代表(イエンス・ビーダー・イエンセ
ン) などの外国人をメンバーに加えた国際的な調査グルー プによって, 輸
入住宅産業に関する初の公式報告書が発表されたl6) 。
また, こうした行政の動きに呼応するかのように,l993(平成5)年頃
から新聞やテレビなどのマスメディアが輪入住宅関連の記事を一斉に取り
あげ始めた。 これらの諸報道を通じて, 消費者が輸入住宅に強い関心を持
ち始め,同時に多数のメ カーー(地方工務店,中堅住宅メーカー,大手商社な
ど) が堰を切つたように一気に同業界へと参入したl7)。 このような状況
l5)建設省五十年史編集委員会(l998),579-580頁を参照。
l6)的入住宅促進脇識会(l994)を参照。ただし,その小冊子は,全調査報告を
極めて簡潔に要約したものである。 残念ながら, 現在では, その報告書の全
内容は非公開となっており, もはや調査の全貌を知る者は当時の調査関係者
のみである。 もちろん, 筆者も要約版の小冊子のみしか入手できなかった。
l7)的入住宅産業における市場構造の現状については,村山(2000)も参照され
たいo
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図表10 輪入住宅供始戸数の推移
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(出所) 建設省住宅局住宅生産課によるアンケート調査 (各年次) ょり作成。
のもと, l993 (平成5) ̃ 1995 (平成7) 年には輪入住宅供給戸数が大きな
伸びをみせ,輸入住宅は一種のブームの様相を呈した(図表l0)。この間,
輪入住宅をめく・る欠陥間題なども露呈してくるが, 結果として, それらの
批判的な諸報道も同住宅への認知を高める効果を生み出したのではないだ
ろうか。
時を同じくして,諸外国のホームビルダー ( 住 宅 メ ー カー )も日本市場
への住宅の輪出に関心を示し始めた。 例えば, セルコホー ムの資材サプラ
イヤー であるカナダの「ヴァイスロイ・ホームズ」(Viceroy Homes Limit-
ed;以下,ヴァイスロイと略記)によれば,「l993年にJETR0の招待でリン
ドル社長は日本各地で開催される一連のホームビルダー セミナー に参加し
ました。 このセミナー を通じて同氏は日本市場でカナダ製のパッ ケ ジー
ホームが一般市場向けにも十分売れるという強い感触を得ました」 と当時
の状況が回顧される18)。 とりわけ, カナダでは国内市場が長期的に低迷
l8) ヴァイスロイ提供資料 (l998年9月22日) を参照。
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していたことからl9), 同国の幾つかのホーム・ビルダー は, 「在日カナダ
商工会議所」(The Canadian Ch mber of Commerce in Japan)との協力体制
のもと, 約l50万戸という世界有数の新設着工戸数を誇る日本市場への輸
出に真剣に取り組んだのである2o)。
まさに, こうした企業内外の諸事情は, セルコホー ムが輸入住宅事業に
参入する動機を十分に説明するものであった。 しかしながら, 同社は, す
ぐさま輸入住宅ビジネスへの参入を決定したわけではない。
まず, セルコホームは, バブル崩壊によって顧客の消費意欲が以前より
もかなり減退しているという状況判断のもと, 坪単価30万円を切る低価格
路線の営業政策を掲げ,「在来工法によるロ コースト規格化商品」(大手メー
カーのフランチャイズ商品) と 「円高を利用した輸入ツー パイフォー 」の比
較検討に入つた。 とはいえ, 両工法を実際に施工し, 性能を比較してみる
と, 輪入ツーバイフォ のー性能の高さは歴然としていたのである。
さらに,輸入住宅は,大きく北米式(主にツーバイフォ一工法)と北欧式
(主にパネル工法)に二分されていた21)。そこで,セルコホームでは北欧
式導入の可能性も検討してみるが, 北欧は日本からの距離が違く, 輪送コ
ストや時間などを考慮すると, 坪単価30万円を切る低価格路線には不適合
と判断された。 また, フィンランドのような国では, ツーバイフォ一工法
とも在来工法とも異なる独自の建築工法 (パネル工法と在来軸組を混合させ
た工法) が採用されており, それを円滑に輸入するためには建築基準法38
条のもとで建築材料と構造方法の建設大臣認定を新たに取得しなければな
らないという法律上の間題にも直面した。 それに対して, ツーバイフォー
工法(枠組壁工法)は,既にl974(昭和49)年に建設省告示によって技術基
l9)カナダの工業化住宅の生産高のビークはl989年である。なお,カナダの新設
着工戸数はl993年度にl6万戸程度の規模となっている。
20)Goverment of Canada『カナダ産建材業界への投資機会」およびT he
Directo,r:y ofCanadianBusmessm J apanl997- 8を参照。
2l)北米式と北欧式の違いにっいては,村山(2000)を参照されたい。
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準が定められており, 在来工法と同じ一般工法に認定されていた22) 。
このような理由から, セルコホームは, 北米式ツーパイフォ のー導入を
本格的に企図することになった。 しかしながら, 「アメリカとカナダ, ど
ちらの国から輸入するのか」という新たな間題に直面した。まず,カナダ
の気候, とりわけ冬の寒さが東北の気候に似ているのではないか, という
直感的な判断が下された。 さらに, ビジネスに対する姿勢についても,
「アメリカ人よりカナダ人の方が日本人の肌に合うのではないか」 という
感覚を持つた。セルコホームの関係者によれば,「実際,アメリカの会社
にもアプローチしてみたが, 基本的にアメリカ人は日本人をバカにしてい
ると感じた。 アメリカ人はセールスには一生懸命であるが, 日本人に対し
て資材の価格をなかなか明らかにしない。 カナダ人は, 素朴で, 価格もす
ぐに明らかにしてくれ, しかもどのメー カーから見積りをとっても大体似
たような価格である。 人件費も安いし, 実際の見積りを比較してみるとア
メリカよりカナダの方が安かった」23)という。 ここに, セルコホー ムは,
カナダからの輪入を計画していくことになる。
ついで, 「カナダのどの地域から輸入するのか」 という間題にも直面す
る。 セルコホー ムによれば, 地理的に日本に近接した西海岸のブリティッ
シュ・コロンビア州(以下,B.C.州と略記)パンクーパーには,日本企業を
ターゲットにした住宅資材のコンソリデーター(consolidator;住宅を造るた
めに必要な部材や資材を集め,それを供結する機能を持つた業者。いわゆる商社の
ょうな役割の会社) が多数存在し, そこでは明らかに日本向けのプレミアム
価格, いわゆるジャパン・プライスが横行していたという。 また, 通産省
からも 「日本人副れしていない会社にアプローチした方が良い」 24) とい
うアドバイスを受けたことから, 資材サプライヤ一候補の探索範田を東海
22) 建設省三十年史構基委員会 (l978), 455買および住宅金融公庫 (l980), 343
346買を参照。
23)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年5月l8日) ょり。
24)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年5月l8日) ょり。-l03- l9
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岸にまでひろげていった。 ここに, 「ツーバイフォ一住宅をカナダの西海
岸以外の地域から輸入する」 という基本方針が固まったのである。
II  初期の資材調達システム
(1) コンソ リデ ターーを介した調達体制
上で述べた基本方針を実行するにあたっては, まず資材調達体制の整備
が不可欠となるわけだが, セルコホームは一体いかなる体制を構築してい
ったのか。 もちろん, 同社は, 資材調達に関する全ての業務を独力で始め
たのではない。 すなわち, JISやJAS規格に代表される輪入品規制の内容
さぇもおおよそ見当がつかないゼロからのスタートであったため, 最初は
日本のコンソリデータAー社 (仮名) と契約することで住宅輸入を手掛け
ていった (図表ll)。
このようにコンソリデーターという中間業者を介在させれば, コンソリ
データ のー日本人スタッフを相手に, 日本語の書類を使つて業務を処理で
きることから大きなトラプルは発生しない。 例えば, 資材発注にっいても,
セルコホームがA社に図面を渡すと, A社が調達先の外国ホームビルダー
に図面を送り, ビルダーが図面から必要な資材を拾い見積額を算出する。
ついで, ビルダーが資材を製造, 出荷し, さらにA社が現場までの輸送行
程を管理,調整することになる。 このため, 図表llのコンソリデータ一依
存型にみられるように, セルコホー ムは外国のビルダー や船会社と直接接
触しなくても良い状態におかれていた251。 それは, あたかも国内で建材
間屋を利用している時と同じように, 現場の施工管理者が, コンソリデー
25) 東急ホーム佛は, 国内の建材間屋から輸入資材を購入し. 的入住宅を建設す
るメ一カーである。 ただし, 輸入住宅の1つの定義である的入建材60%以上
という基準はクリアーしているという。 東急ホームによれば, 品質の良い建
材を安価なコスト (これは直接費と間接費の合算という意味であろう) で確
実に調達することが重要であり, そのために国内, 海外の建材流通を細かく
調査し, もっとも適切なところから購入している。いまのところ,国内の建
材間屋を介した調達が適切だと判断している。 東急ホーム関係者へのヒアリ
ング(2000年3月22日)より。
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図表11 コンソリデーターを利用した調達システムと自社因達システム
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングをもとに推定。
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ターに対して必要な部材を必要な時に必要な場所へと届けるように指示す
るだけで良かった。また,部材の欠品,損品,損傷に関する事後処理もコ
ンソリデーターに苦情を申し立てれば, それで事は済んだ。
しかし, このシステムのもとでは, 否応なしに高い資材を買わされ, ま
たコンソリーデーターに対しても高い手数料を支払わなければならない。
もちろん, 製造原価の上昇分を, 最終小売価格の値上げで吸収できれば,
セルコホームの利幅に大きな変化は生じない。 とはいえ, 同社の内部では,
「坪単価29.5万円で輸入住宅を提供するという動かし難い目標が先行し,
独り歩きし始めていた」26lことから, 最終価格を柔軟に変更するのは難
しかった。 もちろん, 住宅を試験的に輪入するだけならば, 自前の資材調
達システムの構築はコスI、的に割にあわず, もってコンソリデーターを利
用したほうが適切といえよう。 しかし, 先に述ぺたように, セルコホー ム
は, 輸入ツーパイフォーを今後の注文住宅事業の主力製品と位置づけ, さ
らに事業構造を転換していく際の推進力とも捉えていたことから, 初期投
資が必要だとしても長期的には自前のシステムを構築した方が有利である
との判断が働いたと考える。
こうして, セルコホー ム社内でも「自分達だけで出来るのではないか
」27)という意見が浮上してきたことから,1995(平成7)年には設計開発
本部内に物流部が新設され, 自社調達システムの構築に向けたコンセンサ
スの形成と具体的な働きかけが始まった。 結果を先取りして述べれば, こ
の自前の調達システムが構築されたことで, 「コンソリデーターが省かれ,
売上原価で約4 %のコスト削減が可能となった」28)のである。 なるほど,
わずか4%とはいえ, 住宅の売上原価の大きさ, また長期的に大量販売が
企図されていたことなどを勘案すれば, その累積的なコスト削減効果はか
なり大きいといえよう (実際, 図表l2にみられるように供給戸数は年々伸長し
26) セルコホー ム関係者へのヒアリング (1998年8月7日) よ り。
27)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年8月7日) よ り。
28)セルコホーム関係者へのヒアリング(1998年8月7日) よ り。
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図表12 セルコホームによる輪入住宅供給戸数の推移
(出所)セルコホーム提供資料および「日本経済新聞』をもとに推定。
倉庫業務
図表13 物流部の人i構成 (1998年時点)
業 務 内 容  人員構成
本社スタッフ 5名
カナダ駐在員 (トロント在住)
2名
i名
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングより作成。
ていく)。 それに加えて, 外国メ一カーとの直接的な情報交換を通じて,
品質向上などの副次的効果も期待されたという。
なお, 本稿では, この物流部の開設をもって(物流部の人員構成にっいて
は図表13を参照), セルコホー ムにおける住宅輸入業務への本格的な参入と
して理解する。 このように考えるなら, コンソリデーターを介した調達体
制とは, 本格的な参入への準備期間ないし学習期間と位置づけられること
になる。 つぎに, 自社調達システムの構築に向けた具体的な活動をみてい
きたい。
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(2) 自社調達システムの構築
しかし, 自社調達システムの構築は, 当初考えられていたほど簡単なも
のではなかった。なるほど,セルコホームによれば,その過程は「ありと
あらゆる失敗を繰り返し, まさに試行錯誤であった」(29) と回願される。 こ
うした失敗と対策の具体的な事例にっいては, 次項(3)で詳しく述べること
とし,まずは輸入住宅導入の初期(l995年l̃997年頃)に,いかなる自社調達
システムが構築されてきたのかをみておきたい (図表llの自社調達型を参照)。
①分散発注方式
まず, カナダ側の資材サプライヤー を探索し, 選別する作業に取り掛か
らなければならなかった。 セルコホー ムの会社案内によれば, 最初は 「数
あるハウスメ カーーの中でも信額と実績の厚い「ヴァイスロイ社j, 『ロイ
ヤルホー ムズ社』, 「ニューファプ社』 と提携」 (但し会社名の日本語表記を一
部修正)することで,複数発注体制を敷いていた。ヴァイスロイはカナダ
のオンタリオ州スカーバラ(Scarborough), ロイヤルホー ムズ (Royal
Homes)も同じオンタリオ州のウィンガム(Wingham), ニューファブ
(Nu-Fab Enterprise) はカナダのサスカチュワン州サスカトゥーン (Saska-
toon)に,それぞれ位置していた。すなわち,当初の計画通り,西海岸
B.C.州以外に立地するサプライヤーと取引関係を結んでいった。 また, 資
材をコンテナに梱包し, バンクー バ一港まで鉄道で輸送しなければならな
いので, いずれのサプライヤー もカナダ側の大陸横断鉄道の沿線に位置し
ていた(図表14)。なお,カナダ国内の陸送コストは,単純に西海岸に近け
れば近いほど安くなるというわけではない。 むしろ最寄りの駅までコンテ
ナを引つ張つてくる距離が短く, さらにコンテナの搬出・搬入の量および
時間が一致し, 空コンテナの需給が均衡する地点において, もっとも安い
コストが実現されるのである。
ところで, セルコホー ムが複数発注をおこなった理由としては, 以下の
2点が考えられる。 lつはリスク分散の手段である。例えば,あるサプラ
29) セルコホー ム関係者へのヒアリング (l998年5月8日) よ り。
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イヤ のー工場がストライキなどで稼働できなくなったことを想定し, 他工
場からも調達できる体制をっくっておき, 資材の安定供給を実現するため
である。もうlつは交渉力を維持するための手段である。すなわち,各サ
プライヤー が提示してきた価格を相互に比較しながら, 時にはあるサプラ
イヤ のー見積り価格を腿子にして他のサプライヤ のー価格を引き下げさせ,
もっとも安く資材を購入することが企図された。 また, 単なる価格の引き
下げにとどまらず, 発注先の変更の可能性を示唆しながら, それを一種の
制裁手段として利用することで, 品質向上を日的としたセルコホームから
の改善要求(例えばコンテナへの相包方法や資材の仕上げの改善)をサプライ
ヤ一側に受諾させることもできた。 もちろん, 複数発注体制を敷けば, そ
れだけ調整業務も煩雑となるが, やはり導入当初にはリスクの分散, さ ら
に分散発注による交渉力の維持が優先されたのであろう。
上記3社への資材発注にっいては, 明確な分業体制が數かれていた。図
表l5にみられるように, 生産者主導の順向が強く, 供給戸数や住宅プラン
を事前にある程度計画でき, より定型的な資材発注が可能となる建売住宅
は主にロイヤルホームズ, ニュー ファブへと発注され, 他方, 願客主導の
傾向が強く,供給戸数,発注時期,住宅プランの予測が難しいため柔軟な
調達体制が必要となる注文住宅は主にヴァイスロイへと発注された。 また,
建売住宅については, サスカチュワン州とアルバータ州の州境近郊ロイ l、
ミンスター(Lloydminster) に位置する 「ネルソンホー ムズ社」(Nelson
Homes) 3o),アメリカのワシントン州ポートランド(Portland)近郊に位
30)ネルソンホームズは,大陸横断鉄適までの距離が遠いため, トータルの輪送
コストが高くなるという点で日本への的出業務にっいて不利な立場にあった。
すなわち, 同社は西海岸にかなり近い場所に立地しているにも関わらず, 結
局l、ロントから資材を輸送するのとほば同額のコスト負担が必要であった。
しかし, セルコホームは, ネルソンホー ムズの資材価格が安かったことから
契約を結んだという。 ネルソンホー ムズは, セルコホーム以外の日本の住宅
メーカ へーの供給実載もあるが, B.C.州やアルバータ州など西海岸諾州への
盛んな人ロ流入という恵まれた環境条件のもとで国内ローカル市場における
住宅販売を主たるit業と位置づけている。
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図表15 資材発注の分担体制
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングより作成。
置する 「デッセンホー ムズ社」 (Dessen Homes) 3l)などのホー ムビルダー
からも購入した経験があるという。
②集中発注方式
しかしながら, l995(平成7)  ̃ 1997(平成9)年の間にセルコホームは
ヴァイスロイとの関係を次第に深めていき,1998(平成10)年までには資
材発注の大部分をウ' ァ イ ス口イに集約していった。 もちろん, セルコホー
ムの輸入住宅への参入動機が注文住宅部門の強化にあったことから, 注文
3 1)デッセンホームズは,輸出用ツー パイフォー パネル化住宅建材の製造および
コンソリデータ一業務を手掛けている。 CADデザインによって住宅建材か
ら建築施工常理にいたるサポー ト体制を政いており, すでに(1997年時点で)
700戸以上のtE宅を日本に輪出した実機を持つ。輸入住宅建材ビジ・ネ スニュー
ス(l997),56-57頁を参照。
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住宅の資材供給を担うヴァ イスロイ との関係が深まるのは当然の成り行き
であった。 とはいえ, セルコホー ムは, そのような単純な理由のみでヴァ
イスロイに集中化したわけではない。
先にも述べたように, 注文住宅は願客主導型の事業展開でありl練ずつ
の設計内容が徴妙に異なるため, 資材発注時にも, サプライヤーとの間で
きめこまやかな調整が必要となる。 セルコホー ムによれば, 「ヴァイスロ
イとの関係については, 業務内容が複雑であったことから, 途切れなく間
題が生じ, 多くの労力とコストが費やされてきた。 間題が起こるたびに両
社は喧喧額顎の議論を線り返してきたが, 好むと好まさるとにかかわらず,
ヴァイスロイはセルコホームからの指導や提案に応じてきた」32) という。
まさに, これらのやりとりを通じて, ヴァイスロイは取引相手としての地
位や信頼を向上させてきたのであろう。 加えて, セルコホームにおいては,
多くの時間と資金を投じて構築されたこの調達システムこそが, 競争他社
に対する優位性の源泉になるとも認識されていた。
実は, ヴァイスロイにも, セルコホー ムからの提案に応じなければなら
ない理由があった。 なぜなら, 同社は, カナダ国内の競争で苦戦を強いら
れており, 外国市場の開拓に成長への活路を見い出していたからである。
例えば, ヴァイスロイ提供の資料には, 「l995年にヴァイスロイはセルコ
ホーム, 三洋電機, 段谷産業等の主要パートナーとその後の取り引きの鍵
となる重要な取引き関係を結びました。 このような新しい努力の結果ヴァ
イスロイの対日輸出はl994年のl棟からその後現在の年平均500練以上の
レぺルにまで順調に数字を伸ばす事が出来ました。 いまや, ヴァイスロイ
はカナダの日本向けバッケージ住宅メーカのー中でナンバーワンの位置を
占めるに到りました。 日本側の不況で輸入住宅の総数が減少するなかで,
ヴァイスロイの数字は年々伸びております」33)と記される。さらに, 同
社の 『l998年度年次報告書』によれば,図表l6のごとく,全収益に占め
32) セルコホーム関係者へのヒアリング (1998年5月l8日) よ り。
33)ヴァイスロイ提供資料より引用。
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国表16 ツァイスロイにおける収益の地理的な分数状況(1996̃1998年)
カ ナ ダ .アメリカ:日 本 .そ の 他
l996 (平成8) 年3月 38% 7 %  l 53% ・ 2 %
l997 (平成9) 年3月 22% l l2% : 62% 4%
l998 (平成l0) 年3月 25% : 9% : 58% 1 8%
(出所)Vieeroy HomesLimited1998AnnualReportより作成。
図表17 カナダから日本向けのHi出金額とヴァイスロイの割合 (1995̃1997年)
(単位:l00万カナダドル)
カナダの日本向け輪出 :ヴァイスロイの日本向け輪出 .シェア
l995(平成7)年
l996(平成8)年
開7 (平成9)年
l35 l6 . l2 %…
-一……一一一l8l一……一…… 1--一…………………29………一一一一一… 1-i6%
l79 : 26 : l5%
(出所) ヴァイスロイ提供資料およびヒアリングをもとに推定。
る日本からの収益は, l996(平成8)年に53%, l997(平成9)年に62% ,
l998(平成l0)年に58%とかなり大きくなっている34)。なお,図表l7にみ
られるように, カナダから日本への木造プレハブ住宅の輸出金額に占める
ヴァイスロイの割合もl2̃l6%程度となっている35)。 このように, 対日
輪出の実績こそが, ヴァイスロイの経営活動の特筆すべき内容なのである。
さらに, セルコホーム関係者によれば「ヴァイスロイはそんなに高い比
率ではないといってるが, 当社からの発注は, ヴァイスロイの販売数量
〔l997年=957標, l998年=860練〕の7割から8割を稼ぎ出しているのでは
ないか」36)あるいは 「当初は日本市場の売上げの6割位をセルコホーム
が占めていたが, 他社向けの売上げが減少し, セルコホー ム向けの売上げ
が伸びたことから,現在では〔日本市場向けの〕8.5割から9割がセルコホー
34)ViceroyHomesLimited1998AmualReportを参照。
35)ヴァイスロイ提供資料およびヴァイスロイ関係者へのヒアリング(l998年9
月22̃23日)より。
36)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年ll月9日)より。〔〕内は村山
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東北学院大学論集 経済学第l47号
ムからの発注になっている」 37)ともいう。 これらの数字が事実であると
すれば,セルコホームからの発注こそが,ヴァイスロイの業績変動に極め
て大きな影響力を持つことになる。そして,セルコホームからサプライヤー
としての関係を打ち切られれば, ヴァイスロイの業績がたちまち悪化する
ことは目にみえている38)。
ヴァイスロイ自身もこの危険性を十分に察知しており, 日本市場におい
て他社との取引を拡充したり, ドイッ, 韓国, チリ, 中国などの外国市場
を開拓するための努力を払つているが, 現在までのところ大きな成功を収
めるまでにはいたっていないという (前掲の図表l6を参照のこと)。 他方, セ
ルコホー ム側では, 集中化を通じて特定のサプライヤのー経営に大きな影
響力を持つことが, 値引き交渉ないしクレーム対応などの点でも分散化の
メリットを大きく上回るという判断が働いたのであろう。
(3) 失敗と対策についての事例
ところで, 自社調達システムの構築には, 実際いかなる苦労があったの
か。 ここでは, セルコホー ムとヴァイスロイの取引のなかで起こった失敗
と対応という試行錯誤の過程をより具体的にみていきたい。
まず, 発注した部材が正確に届かないことが間題となった。 例えば, セ
ルコホー ム関係者によれば, 「最初のl年日は大変だった。 40戸の建売り
をやって,品物が届いた。仕事が終わったら2練分たらない。わさとじゃ
なく, 間違つた部材が入つている。階段が右, 左で逆さになっていたり,
窓を取りっけるための穴が間違つた場所にあいている。 また, 別の事例で
は, 基礎をっくり部材を待つていたが, トラックが着いて, いさコンテナ
を開けてみると, 2階建ての住宅なのに1階部分しか部材が入つていなか
37)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年9月2l日) ょり。〔〕内は,  村
山が加筆した。
38) ちなみに, l998年時点において両社間での資材取引は, 紳士協定という形を
とっており公式のサプライヤ一契約書などは一切交わされていない状態にあ
ったo
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ったことが2回もあった」 39) という。
なぜ, このような間違いが起こってしまうのか。 あるセルコホームの関
係者は,「サプライヤーは何も考えていない。つくった部材を,次,々 ぐ
ちゃ, ぐちゃとコンテナに積み込む。 そのため欠品, 損品が山積みになる。
積み方にしても, 現場で最初に使うものを, 最後に積み込むよう指導しな
ければならなかった。それこそ, 簡単な図や絵におこして,積み方を一か
ら指導していく必要があった。 コンテナから資材を荷卸しし, 検品するた
めに丸l日が費やされる。一 (中略)ーグラスウ ール 〔断熱材〕を部材の間
に置けば部材が壊れにくいなどの指導を線り返す作業がl年以上は続いた。
l年間は全くビジネスにならなかった。おそらくl億円以上は損をしたと
思う」4o)という。
また, 別のセルコホーム関係者は, 「日本人とは基本的に感覚が違う。
l6フィ ートの部材を入れるように指示しても, 実際には同じ部材の短いも
のが入つてくる。カナダの製造現場では,似てるからいいだろう,あるい
はドアも同じだから色ぐらい違つていてもいいだろう, といった感覚が普
通なのである。 管理者レぺルの意思陳通はテレビ会議などを介してうまく
いっていたが, それが現場で実際に積み込みをしている人間にまでは伝わ
らない。当初,欠品,損品のクレーム処理だけで,物流部のスタッフがま
るまる1人, 専門的に動かなければならない状況にあった」 4l) という。
いずれにしても, サブライヤー とセルコホームとの間には, 輸入住宅ビジ
ネスについての認識に大きなズレがみられた。 こうした両者間での認識の
ズレについては, 「カナダのサプライヤーが国内でビジネスをおこなうの
と同じ感覚で輸出業務に取り組んでいたことに根本的な間題があった」 42)
とも表現されている。
39) セルコホー ム関係者へのヒアリング (l998年5月l8日) より。
40)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年5月l8日) よ り。
4l)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年8月7日)より。
42)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年8月7日)より。-1l5- 3l
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そこで,これらの基本的な間題を解決するために,以下のような対策が
とられた。まず,セルコホームは,通産省を仲介役に立てて,「階段が左
右逆さまで届いた」, 「2階建てのl階部分しか部材が届かなかった」など,
これまでの間題点を用紙2枚にわたってリストアップし, その証拠を盾に
とり, 在日カナダ大使館にクレームを叩きっけた。 そして, この申し出を
受けて, 大使館がカナダ側のサプライヤーに厳重書告を発したのである。
しかし, セルコホームにしてみれば, カナダ大使館の間題意識も非常に低
く, 「欠品は飛行機で空輸して対応すれば良いのではないか」'3)という程
度の認識であった。
とはいえ, 製造二;,空輸二o,通関業務を経て現場へと品物が届くまでには,
やはり時間が掛かる。 この間, 現場の作業が滞ることでコストが浪費され,
そして何よりも願客を待たせることで会社や商品に対する信頼を失う。 と
くに, サプライヤー の工場で内製化されていない部材については, サプラ
イヤーが外部の会社に発注するための時間も付加されることから, この運
れは一段とひどくなる。
そこで, より抜本的な解決を日指して, セルコホームは自社の社員 (現
場監智)を「インスぺクタ」ー(inspector;検査官)としてサプライヤーの資
材積み出し現場に派遺する旨の要望書を提出した44)。 しかも, その要望
書はインスぺクタのー渡航費, 滞在費の全てをサプライヤーに負担させる
といった内容であったにもかかわらず, 思いがけず, サプライヤーからは
「是非来てくれ, 費用も全部持つ」45)という返事がかえってきた。すな
わち,サプライヤーも, 日本向け輸出業務を「やはり覚えたい。 うまくい
かせたい。 わさと失敗しているわけではない」46) という意識を強く持つ
ていたのである。
こうして, 派遺されたインスぺクタはー, 製造および出荷の現場に対し
43) セルコホーム関係者へのヒアリング (l998年5月l8日) より。
44)「輪入住宅建材ビジネスニュース」l997年6月号, 4買も参照されたい。
45)セルコホーム関係者(l998年5月l8日)へのヒアリングより。
46)セルコホーム関係者(l998年5月l8日)へのヒアリングより。
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図表18 相包方法の工夫
改0前 a_0lし_重tスべースに
0精が、本fつa●にa1ll込t
れていた. .・.・.・・
から■atるようにlt・・
(出所) ヴァイスロイおよびセルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
て, コンテナへの積み込み方, さ らに部材検査を製造時と積み込み時の最
低2回は実行することなどを徹底的に指導した。 とりわけ, 日本の倉庫で
の荷卸し作業も考慮したコンテナへの梱包方法にっいては, 手とり足とり
lつずっ簡単な絵に書いて指導したという。 例えば, 図表l8のように極め
て単純なことであるが, コンテナ上部の空きスペースに棒状の部材を梱包
する際には,それまで部材が1本ずっ乱雑に投げ込まれていたものを,ま
ず外でバンドで束ねてから納めるように指導したのである。
しかし, それでもなお小さな間題が続出した。 例えば, 図表l9にみられ
るように, 下駄箱などの板は, 化粧仕上げされなければならない面と違つ
た面を仕上げてくる。そこで, lつの代替案として全ての面を仕上げるよ
うに助言してみると,サプライヤーは 「グ ッ ド・アイディアだ。しかも価
格は同じでいい。 どうせ失敗している方が多いのだから」 47) と応じてき
47) セルコホー ム関係者 (1998年5月18日) へのヒアリングより。
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図表19 化a三板仕上げの間題と対応策
/
下 開 な ど  /
B A
・-------・-・-・-・・--・・・一ll l_l l・_l l l・l l l・・l l l l l・l l l・・・ll l・l l l l l l・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・一一 一 ・・・・・一”・ ::
Aaをtt上lfるよう指iiしたI二もかかわf 、A画を仕上げず、量に接して外からは見えない :
B面をtt上げて<る。そこでA画もB面も仕上げるよう解した。 :_._..._..___......_. ._ ........................__ _.._.....___........,da::一一-i
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングより作成。
たという。
また, サッシの梱包方法についても, 現在までに5回ほどの変更が加え
られている。 最初はサッシの枠に紐を通してコンテナの側面に結びっけて
いたが, この方法では輸送時の振動によって紐がサッシに食い込み5̃l0
セットが使い物にならなくなった。 そこで, サッシを合板で完全に囲つて
みたが, 今度は内側がみぇず検品し辛らくなってしまった。つぎに,中が
みえるように組み方を変えてみると箱が壞れてしまった。 さらに, 箱に筋
交いを入れる方法をとったが, これでは梱包に手間が掛かってしまう。 こ
れらの失敗を線り返して, ようやく現在の方法に落ち着いたのだという
(現行の方法については,ノウハウに触れるとして明らかには出来ない)。また,
コンテナに振動センサーを取りっけ, 輸送工程内で一定以上の橋れが加わ
るとセンサーがそれを指し示し, 日本側で慎重な検品を促すような工夫も
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施されている。
インスぺクタのー派通によって間題は減少したとはいえ, やはり細かな
ミスが無くならなかったために, なおも指導を継続していく必要性が感じ
られた。 とりわけ, サプライヤ一側の現場作業員の入れ替わりが激しい場
合には, いったん指導を徹底しても, その内容がなかなか継続されていか
なかった。
そこで, セルコホー ムは, ヴァイスロイ本社との仲介業務を現地でおこ
な う「リエゾン・オフィサ 」ーともいうべき駐在員l名をトロントに常駐
させるという措置を講じた。 やはり 「英語を少しばかり話せる日本人が日
本からコミュニケーションしても無理がある」48)という認識のもと, カ
ナダのカレッジを卒業した経歴をもっ日本人のセルコホー ム社員を物流部
の一員として現地に派遺したのである。 このオフィサ のー役割は, 「いわ
ゆる部材購買に関する「何でも屋さん」というのが適当。具体的には,価
格の交渉,部材の発注,船積みスケジュー ルの管理,クレームの対応,例
えば,部材の間違い,部材の不足,部材の破損の事後処理」49)があった
という。 とりわけ,初期の頃には, クレー ム対応,船積みスケジュール管
理, 技術的な提案の伝達などが主たる業務となっていたが, 一度それらが
システムとして定着すると, つぎに為替変動に応じた資材価格の変更, 発
注量の增加にともなう資材価格の割引, 決済条件の緩和といった戦術的な
交渉業務が重要になってきたのである。
他方, ヴァイスロイ側でも, 日本市場への依存度の高まりに応じて様々
な対策がとられ始めた。 まず, 日本人スタッフの增員が図られ, また有料
の技術資料, 例えば 「施工マニュアル及びこれを補助するビデオ類 (姻体
構築,窓やサイディングの取付け. 断熱材やドライウォールの取付けなど)は全
て日本語」5l )で準備された。 なお, ヴァイスロイは, 先に述べたように
48) セルコホーム関係者 (l998年8月7日) へのヒアリングより。
49)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年9月2l2̃4日) ょり。
50)ヴァイスロイ会社案内fViceroy世界にはばたくカナダ風輸入住宅」。
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輪出市場を日本から他国へと拡大していく戦略を描いており, そのために
各国言語と英語をあやつれるバイリンガル・スタッフを增員中であるとい
う。いまや, ヴァイスロイは, ホームピルダ のー本業である生産機能だけ
でなく, 取引面でのケア, いわゆるコンソリデータ一機能を拡充したうぇ
で, セルコホー ムのようなパート ナー を世界各国に展開していきたいとい
う意図を持つている。
以上のように, ヴァイスロイは, コストや手間が掛かるとして何かと難
色を示してきたにもかかわらず, 最終的には日本市場の重要性を考慮して,
セルコホー ムからの指導や提案を受け入れてきた。 線り返しにはなるが,
ここにlつの取引上の信績関係が構築され, 資材発注先の集中化という現
象が生じてきたのである。
(4) ロジスティ ックスおよび発注業務の制度化
これまで, どちらかといえば資材調達システムの構造的な (structual)
側面をみてきたが,当然,そこには「ロジステ ィ ッ クスの構築」や 「発注
業務の制度化」など, より業務的な(operational)活動が内在していた。
ここでは, 調達システムの内容をさらに深く理解するため, セルコホー ム
とヴァイスロイの商取引における業務的な側面に日を向けたい。
①ロジスティックスの構集
まずは, セルコホームの自社調達システムにおける初期 (l995l̃997年
秋まで)のロジステ ィ ッ クス (logistics)をみておきたい。ちなみに, ロ ジ
スティックスとは,本来,企業や産業における商品開発二o,調達 二o・生産二i,,販
売へといたる全過程内のモノの流れを総合的にとらえるための用語であっ
た5l)。しかし,ここでは,調達から生産(施工)にいたるモノの流れ,す
なわち資材調達活動に分析の焦点を絞ることで, 住宅輸入におけるロジス
ティックスの部分的な態様を明らかにしたい。
5l)金森ほか(l998), l0ll頁を参照。
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図表20 初期の資材調達体制下のロジスティックス
一一一_̃
(出所) セルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
ヴァイスロイは, 1997 (平成9) 年秋, 西海岸B.C.州リッチモンドに
「輸出市場向け工場」(Richmond plant)を新設しているが,図表20はこの
工場新設以前のロジスティックスを描き出したものである。 すなわち, そ
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図表21 ポー トホー プ工場
▲ l998年9月23日, 現地にて撮影。
の図は,同社の東海岸オンタリオ州の「ス力一バラ施設」(Scarborough
facility;PVCと呼ばれる自社開発のサッシの製造工程であり, l997年l1月に約200
万カナダドルで売却された)あるいは「ポー ト ホー プ工場」(port Hope
Plant;1998年時点で, サッシ, 住宅の構造壁, 内外装などを一度生産している工
場。 ス力一バラ施設の売却によりサッシの製造工程が新たに同工場内へと移設され
た) (図表2l) から出荷された資材がセルコホームないしパー トナー の現場
に届けられるまでの行程を示している。
ヴァイスロイで製造された資材は, コンテナに梱包され, 大陸横断鉄道
でバンクー バーの港へと運ばれる。 大陸横断鉄道による陸送期間は約1週
間̃l0日とされ, カナダ側の大陸鉄道で何らかのトラプルが発生して連行
できなくなるとアメリカ側の大陸鉄道にコンテナを移しかえ輸送されるこ
ともあった。 そして, 港に連ばれたコンテナは, 船への積み込みを待つこ
とになるが, ここで通常3日̃ l週間程度の待ち時間が必要となる。
コンテナ船による海上輸送には, 船会社 「エパーグ リー ン」 (EvER -
GREEN) が連行する 「北米/ 日 本・アジア/地中海コンテナ定期航路」
が使われた (ただし, 後で述べるように, エバーグ リ ンーの仙台港撤退によって
船会社の入れ替えがみられる)。出港間隔は遇l回で,通行経路はアメリカの
タコマを出発し, カナダのパンク バーー,仙台,東京,大阪,博多を経由
し, 高雄, 香港, シンガポー ルなどに寄港していく航路であった(図表22)。
バンクー パーから仙台港までの海上輸送の所要時間は, 約l0日̃ 2遇間程
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国表22 ェパーグリー ンの:lンテナ船航路(北米/日本・アジア/地中海コンテナ定期航路)
タ コ マ ̃ パ ン ク 一 パ ー ̃仙 台 ̃東 京 ̃ 大 阪 ̃
W 多 高̃雄 番̃港̃シンガポール̃ポートケラン̃ コロンポ̃ジェダ̃ スエズ
ラ̃ルナカ̃ ジェノパ̃ フォス バ̃ルセロナ̃ バレンシア̃ ト リエステ̃ ジェ
ダ シ̃ンガポール̃ 番港 高̃雄 大̃阪 東̃京 タ̃コマ
◎寄港地
◎寄港間隔 題 l 回
(注) l996年2月より仙台港への寄港が開始される。 同航路は, 北米西海岸からダ
イレクトに仙台へ寄港し, さらに東南アジアを経由し地中海まで運行される。
(出所)NITTSU&P〇RT 〇F'SENDAIおよびJETR0提供資科より引用。
度と推察される52)。 なお, この定期航路の寄港先に仙台港が加えられた
のはl996(平成4)年2月のことであり, それ以前は東京にコンテナを卸
し,仙台まではトラックで陸送されていた。
52) なお, エバーグリーンのホームペー ジに記較されているTranspacific North-
west Service (太平洋超え北西サ ビース) という航路の航行スケジュー ル
(Sailing Schedule) によれば, バンクーパー→東京が約2遇問となってい
る。さらに,東京→大阪が約l日であることから, 仙台までの輸送時間は2
遇間前後と推測される。 もちろん, 各港における積み荷ないし荷卸しの量に
応じて, 確泊時間が異なり, ゆえに寄港スケジュー ルにも誤差が生じる。 残
念ながら, 後で述べるように. 北米/日本・アジア/地中海コンテナ定期航
路の仙台港への寄港中止が決定され, 今となっては, その航路上のパンクー
バー→仙台間の正確な航行スケジュー ルを知ることはできない。 なお, ヒア
リングで確認した限りでは, その海上輸送の時間は約10日から2週間前後と
いうことであった。 エパーグリーンについてはhttp://www.evergreen-
japan.co.jp/who.tmを参照されたい。-l23- 39
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国表23 本体向けとパー トナ一向けの物流
セルaホーム
の責lE組当
、
:
パートナーiの責田当:
jl
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングより作成。
ゆえに,ヴァイスロイの工場を出たコンテナが仙台に到着するまでの最
短期間は,鉄道の最短陸送期間であるl週間に,最短の海路10日を加えた
2週間程度となろう。 これに対して, 最長期間は, 陸送の最長期間l0日に,
待ち時間l週間と海路2週間を加えたlヵ月程度となろう。 しかしながら,
通常は, それら最短と最長の中間, すなわち3週間前後が資材輸送に必要
な時間と考えられる。
ところで, 資材の物流にっいては, セルコホー ム本体向けとパー トナー
向けの2つの経路があった(図表23)。 ここでいうパートナーとは,]I節で
みたように, セルコホームが展開しているフランチャイズ・チェーン・シ
ステムへの加盟店であり, セルコホー ムから資材やノウハウの供給を受け
ながら各市場で輸入住宅を建築, 販売する住宅メーカーや工務店を指して
いるo
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まず.本体向け物流は,仙台港に荷場げされると宮城県名取市の倉庫に
運ばれて検品を受ける。この時点で,欠品,損品,欠陥部品などの有無を
しっかりと確認し, もしも何か間題があれば, その原因の所在を明らかに
したうえで然るぺき措置を器じることになる (空コンテナは荷卸しの後, た
だちに倉庫から引き揚げられる)。 ここで, 原因がサプライヤ一側の過失にあ
れば, ただちに無債による資材の補充を請求し, サプライヤーは航空便で
日本まで配送することになる。 なお, サプライヤ一側の過失なのか, それ
ともその他の関係者の過失なのか, といった微妙な間題にっいては, 事前
に取り決められた公式的かっ固定的なルールに準nするというより, 相互
の信頼関係あるいは紳士協定を重視しながらケスー・バイ ・ケースで処理
されていく。 同時に, 原因が海上輸送中の事故にあると判断されれば, こ
の時点において海上保険の適用を申請しておかなければならない。 そのた
め, セルコホー ムでは, 倉庫での検品業務こそが, その後のトラブルを回
選するための重要な仕事のlつと位置づけられている。
他方,パー トナー (フランチャイジー)向け物流にっいては,バー トナー
の近接港に荷場げされ, それぞれの倉庫へと陸送されるが, ここまでがセ
ルコホー ム側の資任となる。 その後は, パートナーが自らの責任のもとで
検品をおこない, もしも何らかの間題がみっかれば, セルコホームに対し
てクレームを申し立てる。この申し立てを受けて,セルコホームでは,ク
レー ムの対象となった資材と同じモノが自社の倉庫内にストックされてい
れば, ただちにバートナ のー施工現場へと配送するが, ストックがない場
合には外国のサプライヤー から配送してもらうための手続きにはいる。 な
お, 間題が発生しやすい資材については, 遇去の経験にもとづき, セルコ
ホームの倉庫に緩ai'在庫としてある程度保管されている。 もちろん, パー
トナー に対しても検品業務の重要性が強く指導されている。
ところで, これらの輪送行程は,セルコホーム物流部と「フォワーダ 」ー
(forwarder) と呼ばれる運送業者との協力体制のもとで管理, 調整される。
ちなみに,フォワー ダーとは「自らは輪送手段を持たないで,キャ リ ア
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(船社) などの輸送手段を利用し (利用連送), 貨物の輸送を行う業者」 53)
であり, 例えば住宅輸入業務においては, 主に鉄道輸送や海上輸送の調整,
通関業務さらに国内輪送の調整などを担うことになる。 より具体的にいえ
ば, セルコホーム側の資材納入希望日とサプライヤ一側の生産スケジュー
ルの両方を念頭にいれて, いつ空コンテナをサプライヤのー工場に届け,
いつそれを引きとってくるのか, どの便の鉄道に收せるのか, どのコンテ
ナ船に較せるのか, さらに, いつ, どこに国内の陸送手段を用意するのか,
いつ空コンテナをセルコホームないしパー トナ のー倉庫から引きとってく
るのかなど, 要するに輪送工程全般のスケジュー ルを効率的に調整するこ
とこそがフォワー ダーの仕事である。
このフォワーダーの選定については, 「日本人スタッフの存在, カナダ
に代理店がある, 通関業務も可能」54)などの条件を出したうえで, セル
コホー ム本社で年2回の入札がおこなわれている。 セルコホー ムの住宅輸
入は, 例えばl998(平成l0)年実績で665練となっており, これを40フィー
ト ' コンテナに換算すると年間で約l,200本とかなり大きな発注量となる
(住宅l械分の資材を相包するために,40フィート・コンテナ約l.8本が必要)。
しかも, lヵ所から集中的に荷出しされ, 配送先にもそれほどバラツキが
ないことから, フォワーダーにとっては, 比較的良い条件の仕事と考えら
れている。 ちなみに, これまでの入札には, 大手から中小規模の会社まで
多数のフォワーダーが参加しているという (ちなみにl998年9月時点では三
菱倉庫系列のフォワー ダーと契約していた。 また, 2000年5月に提供された資料の
なかにも. フォワーダーとして三菱倉日iの社名が記されている)。
また,セルコホーム物流部は, このフォワー ダーと協力しながら,エバー
グ リー ンやヴァイスロイに対して仕切り価格の交渉をおこなったり, さま
さまな輸送手段や輸送経路の可能性を模索しているという。逆に,フォワー
ダーの選定にあたっては, エバーグリーンなどの船会社から情報提供を受
53)津守(l997).2 l-:真。
54)セルコホーム関係者へのヒアリング(1998年9月2l̃24日) ょり。
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けることもある。 このように, 自らで構築した資材調達システムとはいえ,
全ての業務を独力で遂行しているのではなく (そもそも, いかなる住宅メー
カーであっても, 全てを独力で送行するのは不可能である), 外部企業との複合
的な取引関係によって構成されている (前掲の図表llを参照のこと)。 さらに,
その関係性のなかでは, ある企業から提供された情報をもとにして他の企
業との交渉をより有利に進めていくといった, かなり戦術的な行動さえも
みてとれるのである。まさに, こうした複雑な関係性の調整, さらに戦術
的な交渉こそが物流部の仕事なのである。
②発注業務の制度化
さらに, ここでは物流部のもっとも重要な職務のlつとされる発注業務
の内容とその制度.化の過程をみておこう。1998(平成l0)年時点で,セル
コホー ムの発注業務は, 図表24のような流れに沿つて処理されていた。
図表24 資材発注の手順
(出所) セルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
-l27-
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図表25 簡素化されたシステムによる坪単価の算出
建文の〇a
近aしたパターンに
押し込む作集
(出所) セルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
まず,注文住宅の商談が成立し設計内容が決定されると,その図面が物
流部にあがってくる。 セルコホームの営業部門からの図面については, た
だちにヴァイスロイに提示する坪当たりの資材価格の見積りにはいる。 し
かし, パー トナーからの図面には, 内容的にかなり不備なもの(いわゆる
没画のような図面) が多いので, しばしばセルコホーム本体で修正を加える
必要がある。
なお, それら図面からの資材価格の割り出しは, 「簡素化されたシステ
ム」を使つて概算されるという。 このシステムについては, ノウハウに触
れる部分でもあるため詳細な内容を把握することは困難であるが, その概
容は図表25のように説明できよう。 まず, セルコホー ムでは, 「α, β,
r,-一」(何れの記号も仮称)といった幾種類かの基本図面(いわゆるフォー
マッ ト )  が用意されており, 顧客が注文した図面がいずれのパー タンに類
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似しているのかが判断される。それら基本図面は,それぞれ過去の実績に
もとづいて「坪あたりの指し値」, いわゆる発注価格があらかじめ決めら
れている。しかしながら,あくまでも注文住宅であることから,営業部門
やパートナーからあがってくる図面にはかなりの多様性が確認されるので
基本図面から多少逸脱した設計であっても無理やり特定のパータンに押し
込み, ヴァイスロイへと指し値を提示していくのだという。
ちなみに, この簡素化された見積もり方式は, セルコホー ムが当初4タ
イプくらいの住宅プランから願客に選んでもらう, いわゆる規格型注文住
宅による輸入住宅の導入を意図していた頃の名残とされる。 しかし, 実際
にフタを開けてみれば, 注文住宅である以上, 願客からの要望には細かく
応えていく必要があった。 そのため, 規格化の意図に反する形で設計内容
はかなりの多様性を帯び,l998(平成l0)年時点では,l,000点以上もの図
面がセルコホー ム設計部門にストックされるまでになった。 現在では, こ
うした注文の多様化と, それに対応するための時間および費用が物流部の
個みのタネになっている。
つぎに, セルコホー ムで決定された指し値と図面は, ヴァイスロイに送
られる。 指し値については, あらかじめ決められた設計明細書 (spec.=ス
ぺック) とそれに対応した価格決定システムを用いてヴァイスロイ側で正
式な数字を算出し, ただちにその数字を記入した書類がセルコホームに送
り返される。 そして, その書類にサインすれば正式なオーダーとなる。
図面については, さらにヴァイスロイ側でコンビュータをっかって正式
な製造図をおこし, ついでそれが工場に送られ生産に取りかかる。 なお,
上記の正式なオーダー を出した時点で工場出しの予定日が決められ, 大き
な間題が起こらない限り, そのスケジュール通りに生産が進められる。 そ
の後は, セルコホー ム物流部とフォワー ダーが常に連絡を取り合いながら
輪送計画に運延が生じないよう物流をうまく調整していく。
さらに, 発注業務がいかなる時間枠(タイムスパン)に沿つて処理され
るのか, という間題にっいてもみておきたい。 これも業務上のノウハウに
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関係してく る部分であり, その全貌を明らかにすることは非常に困難であ
るが, l998年時点までに3回程の修正が加えられているという。
まず, 当初の計画は, l年というタイムスパンのもとで発注業務を処理
していくというものであった。 すなわち, l年先までの住宅需要を予測し,
サブライヤ のー工場の稼働率が落ち込む冬季にl年分の資材を一括発注す
ることで,安く買い叩くという方法であった。 しかし,建売住宅について
はl年先までの発注内容をある程度予測することは可能であろうが, 注文
住宅については受注棟数やその設計内容がまったく予測できないため, こ
の計画は実行不可能としてただちに棄却された。
ついで,年4回の住宅金融公庫の融資時期にあわせて, 3ヵ月というタ
イムスバンで処理していく方法が考案された。 例えば, 仮に公庫融資の募
集期間中にl00棟の注文住宅を受注したとするなら, それをっぎの公庫募
集までの3ヵ月間で平準化し, 処理していくというやり方である。 この平
準化とは, 打合わせや図面作成などで時間をうまく調整しながら, l週間
で6 7̃棟ずつ, lヵ月間で25棟ずつ, 3 ヵ月間でl00棟を建設する計画
を立て, サプライヤーに安定的かっ定期的に資材を発注していける状態を
作り出すことを意味する。すなわち, ここでは, 一定量を反復的に発注す
ることで, セルコホー ムとサプライヤーとが共に, 資材発注, 製造, 輪送
業務を定型的に処理しやすい状況を作り出すことが企図されたのである。
しかしながら, 顧客というのは, いったん商談が成立してしまえば, 住宅
をできるだけ早く手に入れたいと考えるのが普通である。 それゆえ, この
方法では, もっとも早い願客ともっとも遅い顧客との間で納期に3ヵ月近
い差が生じるため, 大きな欠点が残ると認識された。 このようにして, 顧
客の利益が優先され, 導入後わずかな期間で, このシステムも抜本的に見
直されることになった。
このような経緯から,l998(平成l0)年時点では,図表26のように, 発
注業務がl週間というタイムスパンで処理されようになっている。 そこで
は,毎通月曜日か火l展日のいずれかに発注のメ切日(cut off date)が設定
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図表26発注業務a理の時間的:l中:組み
(出所) セルコホー ム関係者へのヒアリングより作成。
される。すなわち,ある通の.,'l'切日後に商談が成立して図面が確定される
と, その図面を翌遇のf切日までに物流部へと流すよう取り決められてい
る。原則として,セルコホーム本体およびパートナーには,発注をl週間
という間隔で処理していくことが義務づけられている。 とはいえ, 実情を
みてみると,特にパートナーにっいては, 2通間分で十数練の図面, と き
にはl,:l月分の図面を一気にあげてくることもある。 このような状況では,
物流部は, 一度に大量の案件を処理しなければならなくなり, また業務の
繁閑の差も激しくなる。 もちろん, セルコホー ム本体の営業部門に対して
はl週間での処理が厳しく徹底されているが, やはり外部のパー トナーに
対してはその指導も甘くならさるを得ない。 これもまた物流部が抱える大
きな個みである。 以上のように, 当初はl年という長期での発注業務の処
理も計画されたが, 願客の要望にきめ細かく対応する必要性から, より短
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期の3 ヵ月, さらに l週間単位での処理に変更されてきた。
さて, 上で述べたように, 自社調達システムは, その細部に至るまで徐
々に制度化されていったが, 時間の経過に伴い, さらなる自発的ないし他
発的な変化が生じてきた。 次節では, そうした制度化に対する再制度化と
もいうべき過程に注日していきたい。
lV 調達システムの変化
(1) 工場新設によるロジスティ ックス変更
再制度化とは,いかなるもので,なぜ,生じてきたのだろうか。まず,
ロジスティックスにおける変化をみておこう。l997(平成9)年秋,ヴァ
イスロイは, 西海岸B.C.州リッチモンドに, 輸出市場を主たるターゲット
とする資材組立工場を新設した。 これによって, これまでのロジステ ィ ッ
クスの様相に大きな変化が生じた。
その変化を簡単に説明すれば, 東海岸から西海岸までの鉄道輪送行程が
はぶかれ,納期がl週間̃l0日ほど短縮されたのである。なお,この工場
新設に伴い, ポートホープ工場とスカーバラ施設の間で業務統合が図られ,
l997 (平成9) 年ll月にはPVC断熱サッシを製造していたスカー バラ施設
が203万6,000カナダドルで売却された。 ま , この売却をうけて, サッシ
製造工程はポートホー プ工場内に移設された (同工程は, 1998年9月23日の
調査時点で, ポー トホープ工場内において順調に稼l動していた)。
このリ ッ チモンド工場の新設という投資行動には, ヴァイスロイにおけ
る (とりわけ西海岸からの的出に有利な日本やアジア請国など) 輸出市場開拓へ
の強い意志をみてとれる。 しかしながら, 工場新設の動機は, それだけの
理由のみで説明されるものではなかった。実は,図表27のように,リッチ
モンド工場新設によって, ヴァイスロイ側でもある程度の物流効率の向上
が期待できたのである。 すなわち, 工場が新設される以前は, カナダ西部
で購入された木材が東部のポー ト ホー プ工場へと輸送され, 資材に加工さ
れた後, 輸出用資材については再び西海岸へと送り返されていた。 このよ
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図表27 ロジスティ ックスの変更
'lm
(出所)ヴァイスロイおよびセルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
うにして, 西='・東, ついで東=1,西といったように, 輸出用物流にはかなり
の無駄が生じていた。 しかしながら, この新工場が設立されたことで, 輸
出用資材にっいては, 西部で購入された木材を近接のリ ッチモンド工場で
加工し, そこからダイレクトに輸出できるようになったのである。
とはいえ, この工場新設がヴァイスロイに新たな調整業務と投資負担を
強いたことはいうまでもない。 例えば, 図表28にみられるように, ヴァイ
スロイは, B.C.州近辺において新たな外注品のサプライヤー をみっけなけ
ればならなかった。 これらの外注品とは, 家具, 装節品, キッチンなどで
あり,原則として,ポートホー プ工場で既に取引関係のあった資材メ一カー
の西海岸近辺の拠点から調達する形をとった。 しかし, なかにはキッチン
のように新たな取引先をみっけ出さなければならないモノもあったという。
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図表28 工場新設にともなう'プァイスロイの取引関係の変化と調整
(出所) ヴァイスロイおよびセルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
それに加えて, 輪出用資材の製造を主に担当するリッチモンI、工場への
投資が(その他,カナダ西海岸およびアメリカ北西部の市場への出荷もあると思
われるが),いわゆるサンクコスト(理没原価)を形成し,これによってヴ
ァイスロイは外国市場, とりわけ日本市場に対する不可逆的な(irrevers-
ible)関与を余儀なくされたのである。このようにして, ヴァイスロイに
とって, 日本市場さらにはセルコホームとの取引関係こそが企業存続の生
命線に転化していったのである。 この点については, 後のV節において,
両社間での交渉力の変動という間題とあせて詳しく分析したい。
つぎに, このような大きな流れのなかで展開される, より細かな間題,
しかし非常に戦術的な内容を含む決済条件の取り決めと, その変化の過程
についてみていきたい。
50
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(2) 決済条件の見直し
資材調達システムをさらに深く理解するうぇで, 代金の支払い方法・ い
わゆる決済条件(tem ofpayment)の取り決めについての分析は不可欠で
ある。当初,セルコホームは,「信用状決済」(payment byletter of credit;
以下, 特に必要のない限りL/Cと略記する) の一種であるconfirmed L/Cを採
用していたが, 経営環境の変化にともなってこの条件にも様々な変更が加
えられた。ここでは,その変化過程,すなわち決済条件における「con-
firmed L/CからD/Pへの変更」, さらに国際決済に特有の間題となる「決
済通貨と為替リスクへの対応」 についてみていこう。
Oonfirmed L/CからD/Pへの変更
まず, セルコホームとヴァイスロイの間の貿易条件(trade terms)は,
工場渡し (ex works)となっている55)。この条件下では,資材はヴァイス
ロイの工場で引き渡される形式をとっており, 資材の引渡し価格は (製造
原価,販売費および管理費などの)総費用にヴァイスロイが得るべく利益(マー
ジン)をマークアップした額として設定される。そして, 引き渡し後に発
生する陸上・海上輸送費, 倉庫料, 輸出通関諸掛および海上保険といった
諸経費は, すべてセルコホーム側の負担となる。
それでは, この資材代金は, いかなる条件のもとで決済されるのか。 も
ちろん, 決済方法に関する調査は, かなり内部的かっ業務的な話になって
くるうえに,当然,企業のノウハウや特殊事情(銀行との信用関係など)に
も関わる内容を含んでいるため, その全貌を細部にいたるまで明らかにす
ることは難しい。 しかし, ここではヒアリングや提供された資料などを参
考にして, 出来るかぎりその現実の姿に迫つていきたい。
図表29は, 過去から現在までの決済条件の変化の流れを示しているが,
さしあたり, ここではconfirmed L/CからD/Pにいたるまでの過程をみて
おきたい。まず,l998(平成l0)年l月には,決済条件がconfirmed L/C
55)以下の質易実務に関する記述は.主に石田(l982),富下(l985),東京銀行
システム部東銀リサーチインターナショナル (l996) などを参照。-l35- 51
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図表29 決済条件の変更
l998年l月一confirmed1」C (確認l言用状) からunconfirmedl 」C (無確認f3用状) への変更
l
l998年6月一unconfirmedLICからDfP(支払条件1l野期渡し) への変更
!
2000年4月一l)/PからI:l/A (引受条件i◆l期渡し) への変更
(出所) セルコホーム提供資料より作成。
(確認信用状) からunconfirmed L/C (無確認信用状) に緩和された。 con-
frimedとunconfirmedの違いは, confirmedにおいては信用状 (L/c) を発
行する際に「発行銀行〔issuing bank〕以外の銀行が,他行発行の取消不能
信用状について, その信用状に基づく支払, 引受または買取を確約する
」56)のであるが,unconfirmedは「発行銀行以外の銀行による確認が加え
られていない信用状」57)である。そして,「信用状自体,または信用状の
通知書に, 当該信用状を確認した旨の確認銀行〔confirming bank〕による
表示がない信用状が無確認信用状J 58) といわれ, このunconfirmedが通常
のL/Cと考えられる。 しかし, 「発行銀行の信用について不安がある場合,
または発行銀行所在地に政情, 財政. 戦争などにっいて不安, すなわちカ
ン ト リ ・ーリスクがある場合」 o)は,発行銀行以外の銀行が二重に信用
を供与する一段と厳しいconfirmedという条件が適用される。 当初, セル
コホー ムとヴァイスロイの間では, このconfirmed L/Cが採用されていた
が, 当然そこでは確認銀行に支払われる 「危険負担料としての確認手数料
56) 東京銀行システム部東銀リサーチインターナショナル (l996), 83頁。 〔 〕
内は村山が加筆した。
57)東京銀行システム部東銀リサーチインターナショナル(l996), 82頁。
58)東京銀行システム部東銀リサーチインターナショナル(l996),82-83頁。〔 〕
内は村山が加筆した。
59)東京銀行システム部東銀リサーチインターナショナル(l996), 83頁。
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」 6o) という付加的コストが発生してしまう。 そのため, セルコホームは,
「取引を繰り返し, 両社間にも信績が構築されてきた」6I) と判断し, 通
常のL/C, すなわちunconfirmedへの条件緩和を申し出て, ヴァイスロイ
側もそれを認めたのである。
しかし,その変更から約半年後のl998(平成l0)年6月に,LfC(上述の
ようにunconfirmed L/Cが通常のL /Cであると提え, 以下では単にLl'Cと記する)
からD/p(documentsagainst paymen :支払条件書類渡し)へという, より大
きな変更が実行された。 L/CとD/Pの違いを明らかにするために, まずは
L'Cの一般的な決済手続きをみておきたい。
図表30にみられるように, L/Cのもとでは, まず輸出者(ヴァイスロイ)
がコンテナへの資材の積み込みを完了した時点で, 輸入者 (セルコホーム)
が取引銀行(=発行銀行)に信用状の発行を依頼する。ついで,この信用
状は,「輸出地の通知銀行(notifying=advising bank)を経由するか,ある
いは輸出者に直接,郵送されてくる」62)ことになる。ここで,輸出者は,
この信用状を担保にして,取引銀行からの輸出前貸(export advance)を
受けることもできる。契約条件通りに船積みが完了すると, 輸出者は, 船
積書類(shipping document)を準備したうぇで為替手形(billof exchange=
draft)を添えて輸出者の取引銀行に提出し,この荷為替手形(documentary
bill of exchange)の買い取りを依績するo ここで,輸出者の取引銀行は,
船積書類および信用状の内容を確認し, この手形を買い取り, 輸出者に対
して代金を支払う。 輸出者の取引銀行は, 輸入者の取引銀行に荷為替手形
と信用状を送付し,手形代金の支払いを受ける。そして,輸入者は,輪出
者から送付されてきた船積書類のなかから船荷証券 (bnl of lading) を船
会社に提出し, コンテナの受取りと運賃の支払いを済ませる。
このように, L/Cという条件下では, 原則として代金決済は, 船積みが
60) 東京銀行システム部東銀リサーチインターナシaナル (l996), 85頁。
6l) セルコホー ム関係者へのヒアリング(2000年l2月l5日) よ り。
62)石田(l982),79-80買。
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図表30 信用状決済の手順
(出所)石田貞夫『貿易取引の実務 改 1iT版」実教,1982年,80頁を参考に作成。
完了し, 必要書類が整えられ, 輸出者の取引銀行が荷為替手形を引き受け
た時点で成立することになる。それゆえ, ヴァイスロイ側は, コンテナの
出荷から船積みまでの時間をできるだけ短くし, 債権を迅速に流動化する
ことによって, 外注品の決済をいち早く進めたり (すなわち, 支払い利子の
抑制),さらに資金連用益なども獲得したい(例えば利子,配当,キャビタル
ゲインなど), という動機を持つことになろう。他方,セルコホーム側は,
船積みから住宅販売による代金回収までの期間をできるだけ短縮し, 取引
銀行に支払う利子を最小化したい, という動機を持つことになろう。
このL/Cという比較的初期の条件のもとでは, 輸送工程の早い段階で決
済が終了し, かっ信用状の要付けによって銀行が荷為替手形を円滑かっ好
条件で買い取つてくれるため, ヴァイスロイ側にとって比較的有利な条件
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であったと考えられる。
しかし,先に述べたようにl998(平成l0)年6月には,L/Cが廃止され,
D /Pに変更された。 このようにして決済条件の変更を余儀なくさせた経営
環境の変化とは, 以下のようなものであった。
取引銀行は, 信用状(L/C)を発行するにあたり, 原則として輸入者の
セルコホームに対して 「支払いの一部」 を担保として積み立てることを要
求してくる。 とはいえ, パプル崩環後の日本の金融機関の経営環境や経営
業績は決して良好なものではなく, これ以上の價権を抱え込む余裕はなく
なっていた(これは,借手側からみれば貸し1e;りを意味する)。このような経済
環境のもと, セルコホームの取引銀行が信用状の発行に際して 「支払いの
l00% 」を担保として積み立てることを要求してきたという。 しかし, こ
れではセルコホー ムがヴァイスロイに対して現金決済するのとほぼ同じこ
とを意味しており, 必ずしも資金的に余裕があるとはいえないセルコホー
ムとしては, このL/Cという条件を見直さなければならなくなった。
そこで, セルコホームは, 「信用状の伴わない荷為替手形」 (documenta-
rybill of exchange without L/C)であるD/Pという決済条件への変更を企図
し, それをヴァイスロイに認めてもらうことになった。
一般的に, D /Pは, 以下のような手順で決済が進められる。 すなわち,
「貿易売買契約が成立しても,輸入者側〔例えば,セルコホーム〕からは代
金決済を保証するような書類は一切輸出者〔例えば, ヴァイスロイ〕に送ら
れてこない。輪出者は船積後,船積書類をととのえ, 為替手形を振り出す
が, この為替手形にD /Pと記載しておく。 - (中略)一荷為替手形はやが
て, 輪入地銀行に送付される。 輪入地の銀行は輸入者の手形代金の支払い
と引換えに船積書類を輸入者に引渡す。 輪入者は, この船積書類によって,
やがて到着する契約品を引取」63) るのである。
この条件のもとでは, セルコホームからは代金支払いを保証する書類,
63)石田(l982),8l買。〔 〕内は村山が加筆,した。
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すなわち信用状が一切発行されておらず, それゆえヴァイスロイの代金回
収にともなうリスクが高まり, 当然のことながら売り手と買い手の相互信
頼が不可欠となる。 また, 「船積書類と為替手形を提示された輪出地の為
替銀行は, 信用状の添付がないのでD/P手形の買取りには信用状決済にく
らべて慎重」 64)であり, 同時に銀行による手形買い取りの条件もL/Cに比
して厳しくなることから(高い手数料や保険負担が要求される),ヴァイスロ
イ側に付加的なコスト負担が生じる。
このようにして, D /Pでは, コンテナが日本の港に着いた時点で銀行間
の決済が完了することになる。つまり, セルコホームは, コンテナが入港
する少し前に取引銀行に代金を振り込み, そこで船積書類を入手し, 積荷
を受けとる準備に入る。 したがって, 先に述べたように, L/Cが船積み時
点の決済であるのに対して, D /Pは海上輸送の時間分, すなわちl0日̃2
週間ほど決済時点を後ろにズラすことができる。 これは, 住宅販売による
代金回収時点と資材購入による支出時点との時間的ズレが多少なりとも埋
まることを意味していた。対照的に, ヴァイスロイにとっては, 代金の受
け取りがその分だけ運れることを意味しており, 当然, Ll,Cよりも条件的
には不利となろう。
また, ヴァイスロイは, 決済時点を少しでも早めたいという動機を持つ
ことから, 船積みまでの期間はもとより, 日本への入港までの期間をでき
るだけ短縮するように努めるであろう。 さらに, コンテナ入港まで決済が
完了しないということは, 輸送行程中のリスクをある程度までヴァイスロ
イ側に負担させることも意味しており, ゆえにヴァイスロイとしては, 資
材を確実に輸送するために, これまで以上に細心の注意を払わなければな
らなくなった。逆に,セルコホーム側からすれば, この決済条件の変更に
よって,決済期間に余裕が生まれただけでなく, より短い期間で, より確
実に資材を確保できるという副次的効果も期待できた。 このようにして,
64)石田(l982),8l頁。
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L/CからD/Pへの変更は,輸入者であるセルコホームにより有利な条件へ
の移行を意味していた。
すなわち,confirmed L/Cからunconfirmed L/C ,さらにD/Pへの変更
によって, 決済条件は明らかにセルコホーム側に有利に移行してきた。 こ
れ以降もD/PからD/A(documents against acceptance;引受条件書類渡し)へ
の決済条件のさらなる緩和が確認されるが, それにっいては次項(3)におい
て詳しく触れたい。
②決済通貨とる替リスクへの対応
さらに, 国際決済に特有の間題となるのが, 決済通貨の選択と, それに
ともなう為替変動リスクへの対応である。決済通貨にっいては, ヴァイス
ロイとの資材の決済にはカナダドル(以下,Cドルと略記)が,エバーグリー
ンとの船代金の決済にはアメリカドル(以下,U Sドルと略記)が,それぞ
れ使用された。
ここに, 決済通貨に外貨を用いることで, 為替変動への対応という間題
が発生してくる。例えば,セルコホームの関係者によれば,「住宅l棟の
輸入資材価格は500̃600万円であり 〔もちろん, これ以外にも国内建材費や基
礎工事費,労務費,間接費などが付加され住宅の原価が算出される〕, 為替が5
円円安に振れただけでl練あたり25̃30万円位の損が出る〔例えば,以下
のように計算できる。lCドル=90円と仮定すると,輸入価額500万円の住宅のC
ドル換算額は約56,000Cドルである。よって. I Cドルあたり5円の円安は
56,000x5”となり28万円の損を生む〕。これは大きな額である。坪29.5万
円でアビー ルしているため, 価格の値上げという手段で, 為替変動にとも
なう損失の一部を願客に転嫁することはできない」65) という。 このよう
な為替変動リスクの回避手段としては, 先物為替の予約といった措置を識
じることも可能であるが, セルコホームでは, それら金融上のヘッジ手段
は一切とられていない。 そのほか, 「カナダの銀行にロ座を開設し高い利
65) セルコホー ム関係者へのヒアリング(l998年8月7日) よ り。 〔 〕内は村
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図表31 8替変動と資材価格の関係
(●)この国は、あ<までtae'l,一ト とttaOaのaatイメージとしてaaしたtので0り、ょ,て
aとなる解などはtてf定上のtのであり、 tル:3ホームと・1lアイス0イのm・el ll二a林
ているtのと‘t-tしない.
(出所)セルコホーム関係者へのヒアリングより作成。
率で運用するという方法も考えられたが,資金不足から実行するまでには
いたらなかった」66)という。
そこで, セルコホー ムは為替変動に応じた資材の出荷価格の変更をヴァ
イスロイに合意してもらい, セルコホームとヴァイスロイの両社で為替変
動リスクを相互に負担するという対策を識じた。 すなわち, 図表3lにみら
れるように, 為替相場が円安に振れた時には資材価格を引き下げ, 円高に
振れた時には資材価格を元の水準にもどす, といった方法である。 これが
うまく実行されれば, セルコホー ムからみた円建ての資材価格は, ある程
度まで平準化されることになる。
66) セルコホーム関係者へのヒアリング (l998年8月7日) よ り。
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ところで, こうした資材価格の値下げ交渉は, まさに発注量や交渉力な
どの諸要因が複雑に絡みあう間題であり, セルコホー ムとヴァイスロイの
間で最も機細かっ微妙な駆け引きが展開される。 すなわち, ヴァイスロイ
としてもセルコホームからの値下げ要求を安易に突き返すことは, サブラ
イヤ一関係の解消につながる危険がある。また,円安の影響からセルコホー
ムの利益が圧縮され, 同社の販促関係の予算が削減されれば, 結局は売上
の減少にっながり, ひいては資材発注量の減少となってヴァイスロイ自身
に跳ね返つてくる。
他方, 後で詳しく述べるようにセルコホームからの資材発注量の增加こ
そが, ヴァイスロイに資材価格の値下げを合理的に認めさせていく最善の
方法であった。 セルコホー ムはこの点を十分に理解しているためフランチ
ャイズ・チェーン・システムを通じてパートナのー拡大を図り, ヴァイス
ロイ向けの資材発注量を增加させることで, さらなる値引きを引き出せる
ような体制づくりを急いでいる (前掲の図表llのフランチャイズ・ルートを参
照されたい)67)o
つぎに, 船会社に対する支払いをみてみると, ここでも金融上のリスク
ヘッジ手段は一切とられていなかった。 さらに, ヴァイスロイとの取引で
みられたような, 為替変動に応じた輸送代金の変更もなかった。 しかしな
がら, 「当初, 海上輸送代金については相手の言い値で契約していたが,
セルコホー ムは年間800本程度のコンテナを継続的に発注しており, 発注
規模に応じて船会社側から代金の引き下げが伝えられてきた。 船会社の料
金体系は極めて合理的なもので, 発注量が增え, 長期的かつ継続的に発注
していれば, その累積量に比例して代金の引き下げが受けられる」68)の
である。例えば,「当初, lコンテナ=4,000USドルであった単価が,現
在〔l998年時点〕ではl,800̃ 900USドルと, 半値ほどにまで低下してき
67)「日経ビジネス」l997年l0月27日号,l47-l48頁も参照されたい。
68)セルコホーム関係者へのヒアリング(l998年8月7日)より。-l43- 59
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ており, これによって為替変動の損失は十分に吸収できている」 69) とい
う。 この船会社との輸送代金の交渉は, フォワー ダーの協力を得ながら年
2回行われており, ここで決定された輸送代金と為替レートは以後6ヵ月
間固定されることになる。
ところで, 工場の新設, 決済条件の見直し, 資材価格や輸送代金の値下
げなどに関して, セルコホー ム側に比較的有利な条件を引き出せたlつの
理由としては, セルコホー ムが日本市場である程度の練数を販売できる能
力と実絞を保持しており, そのためヴァイスロイや船会社に対して一定量
の仕事を安定的かっ継続的に発注できたからだと考えられる。 なお, この
交渉力の間題については, 次節Vで, さらに詳しく述べることとする。
(3) 新たな展開
このようにして, 資材調達システムには様々な変更が加えられてきたが,
この変化のプロセスはまさに不断の流れを形成するものであろう。 すなわ
ち,企業が適応すべき内外の経営環境(例えば,為替レート,銀行の金利,海
上の天候, また後で詳しく述べるように, まったく関係のないタイヤ会社が指定船
会社を変更したこと, など)は刻一刻と変化しており, また自己により有利
な条件を引き出したいという個の々企業の動機も止むことがないであろう
から, そのような力に駆動され出現してくるシステムの態様は常に変動し
ていると提えておいた方が適切であろう。よって,ここでは,l998(平成
l0) 年半ば以降に確認された新たな展開, 例えば 「買掛金による決済」,
「情報システムの活用」, 「仙台港への寄港中止」 という間題とそれらへの
対応, さらに対応の結果として生じてきた資材調達システムの変化にも日
を向けていきたい。
①買掛金による決済
セルコホー ムのような中小住宅メーカーにとっては, やはり資金繰りこ
69) セルコホーム関係者へのヒアリング (l998年8月7日) よ り。
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そが, もっとも頭を個まされる事業運営上の間題であろう。 なかでも, 輸
入資材の決済は, 恒常的に発生する資金線りに関する間題のlつとなって
おり,その条件がI)/P (documentsagainst payment)に緩和されたとはいえ,
L/C (payment byletter of credit)よりも支払い期日が2週間ほど(すなわ
ち海上輪送期間の分だけ) 後ろにズレたことを意味しているにすぎなかった。
つまり, セルコホー ムなどの日本の住宅メーカーでは, 日本特有の建材
間屋を介した買掛金による決済に長く慣れ親しんできたことから, Lfcに
せよD/Pにせよ, 現金決済とそれほど大差のないものと提えられていたの
ではないだろうか。 先にみたように, 注文住宅はデぺロッバ一型に比して
資金線りがやや容易であるとはいえ, やはり完成品の引き渡し, それによ
る代金回収までにはある程度の時間を要する。 この資材購入による支出発
生と, 代金回収による収入発生との時間的なズレをさらに短縮するために,
セルコホー ムは買掛金制度のlつであるD/A(documents against accept-
ance;引受条件書類渡し) への決済条件の緩和を申し出たのである7o)。 すな
わち, 最終消費者から代金を回収した後で資材の支払いを済ませる, とい
う日本の建設業界で慣習化されてきた決済条件により近い形への変更を企
図したのである7l)。 
l998(平成l0)年9月の時点で, セルコホー ムは, ヴァイスロイに対し
てD/Aの導入を積極的に申し出ていた。 とはいえ, 北米では現金決済がl
つの商價習になっており, 実際にその条件を認めさせるのはなかなか難し
70)DIAとは,始入地の銀行でt8i入者が期限付手形の支払いを引き受けた時に.
:西類を受け取ることができる荷為替取引である。 支払いを引き受けるとは,,
すなわちセルコホー ムが期日までに支払うことを確約し署名した時点で, 船
積;重 類を受け取り貨物を受け取ることができるというもので, いわば日本的
な買掛金に近い制度である。 実際に支払われるか, 支払われないかに関わら
ず, 支払いの確約のみで貨物が受け渡されることから輸出側にとっては極め
てリスクの高い決済条件である。 当然, 相互の厚い信頼関係が不可欠となる。
宮下(l985),348頁を参照。
7l) しかし, 日本の幾つかの建材間屋は, 不況下での経営難と債権回収リスクの
上昇に直面しており, 買掛金制度を廃止したり決済時期を早期化するなどの
対策を講じている。 -l45- 6l
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いとするセルコホーム内部からの冷静な見方があったのも事実である。
しかし, 2000 (平成12) 年8月末にセルコホームから提供された情報に
よれば, 最終的にヴァイスロイはD/Aを受け入れたという72)。のちに,
その内容の詳細を追跡調査したところ, 2000(平成l2)年4月の支払い分
からD/Aが適用されており, 決済までの描予期限としてlヵ月間が設定さ
れたのである73)。 セルコホー ム関係者によれば, 国内の資材会社を通せ
ば2̃ 3ヵ月間という支払い基i予期間が与えられるが, それに比べて「l
ヵ月というのは余り意味のないことかもしれない。 しかし, やはり資材代
金を支払う時点と, 住宅の最終顧客への引き渡しによって収入が発生する
時点とのズレが l ヵ月縮まったのは財務経営の大きなメリットであり,現
金決済が常識とされるカナダの会社がよくぞこの買掛金を認めてくれた
」74)と述べている。もちろん,このD/Aの導入にともない,ヴァイスロ
イは保険制度の適用によって債権が不良化したときの財務リスクを回避し
ているというが, それら保険の適用に掛かるコストの大部分は, やはりヴ
ァイスロイ側が負担するものと思われ (また, 常に決済状態を保険会社に通知
する義務を負うことから), 同社にとってはかなり条件的に譲歩したうえで
の受諾であったといえよう。逆に, セルコホー ムは, かなり有利な決済条
件を引き出したといえる。 なお, このD/A受け入れの理由については, 次
節Vにおいて, やや詳しく考えていきたい。
解報システムの活用
ヴァイスロイの『年次報告書』(l998年)には,「わが社は,ERP (Enter-
prise Resource Planning)の実行を開始した。この先進的な統合基幹業務シ
ステムは, 内部統制のみならず, 製品情報の提供やビジネス上の書類を各
国言語で提供することによって願客との地球規模での対話を促進するであ
ろ う。 また, このシステムというのは, 部門内のムダな工程を省いたり,
72) セルコホーム提供資料 (2000年8月2l日) ょり。
73)セルコホーム提供資料(2000年ll月)より。
74)セルコホーム関係者へのヒアリング(2000年l2月l5日) よ り。
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配送時間を短縮したり, さらに製造部門, 販売部門, 本社の各部門がそれ
ぞれのオーダーの進捗状況を示す正確なデータに素早くアクセスできるよ
うな状態を作り出すことで, 品質ならびに顧客サ ビースの向上を達成す
る」「5)と記されている。
l998(平成l0)年9月に実施した現地調査の時点で, このERPパッケー
ジは開発の最終段階にあり76) , 同システムの一部である資材発注部分の
簡単なデモンストレーションをみることができた。端的にいえば, そのシ
ステムは, セルコホー ムとヴァイスロイがこれまでファックスや電話など
をっかって実行してきた資材発注業務を, より定型化し, コンビュータ ・
ネット ワーク上で処理していくというものであった。
すなわち, 情報端末の画面に映し出されたフォマーットに従つて, 日本
においてセルコホー ムが必要な資材 (例えば窓) の形状および数量を日本
語で入力すれば, カナダのヴァイスロイの端末から, 英語の原価積算書,
発注書, 請求書, 製造指示書などが自動的に出力されてくる仕組みである。
ついで, 製造指示書は製造工程にまわされ現場作業を指示, 調整し, 積算
書・発注書・請求書などは発注二=o,配送::l,・決済にいたる輸出業務を指示,調
整していくことになる。よって,このシステムには,単なる発注業務の効
率化だけでなく, 部門内, 部門間さらに企業間での業務の調整も期待され
ていたと理解できる。
また, このシステムには, ヴァイスロイの輸出市場開拓を支援するとい
う戦略的役割も期待されていたといえよう。 すなわち, 同システムは, セ
75)ViceroyHomesLomited1998AnnualReport,p.3
76)このパッケージの作成にあたっては,パーン 社 (Ba1aN Company)のBaaN
というシステムが利用された。 パーン社は, オランダと米国に本社をおき,,
全世界で5,000名以上の従業員を抱える多国籍企業である。 同社は, 自動車
産業, 電子・電機産業, プロジェクト型産業などさまさま生産形態をもっ製
造業分野の企業に対して, ソフトウェア・アプリケーションとコンサルティ
ング・サ ビースを提供しておりERPパッケージに関しての先導的な企業で
ある。 その主要製品がIi,mNと呼ばれる統合基幹業務ソフトウェアである。
詳細にっいては, http://www.baan.cojpを参照されたい。-l47- 63
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ルコホー ムとの取引のなかで蓄積されてきた外国市場への資材供給ノウハ
ウをERPとして置き換えたものであり, しかも日本語のほかに韓国語,
スぺイン語, ドイツ語など各種言語による処理も可能であることから, そ
こにはセルコホームのような施工と販売のパートナーを世界中に展開して
いきたいという戦略性が看取される77)。 もちろん, 日本市場において,
セルコホ ムー以外のパートナーとの新たな取引関係を構築していくことも
可能であろう。
ただし,2000(平成l2)年4月末の時点では,両社の情報システム間の
インター フ:L イスの間題などが残されており, 同ERPパッケージはセル
コホーム側のシステムにうまく通結されていないという。 そのため, 両社
の取引においては, まず今まで通りファ ッ クスでカナダに図面が送られ,
その後, ヴァイスロイが図面から必要な資材をひろい上げ, ERPのフォー
マットに従つて自らの手でデータ入力していくという形式をとっている。
このように, そのERPパッケー ジは, ヴァイスロイ内部での業務の効率
化ないし業務間の調整に利用されているだけで, その浴在能力を十分に活
かし切れていないのである。なお, ヴァイスロイ側もその不完全性をはっ
きりと認めており, 将来的にはパートナ一側で必要データを入力してもら
うという本来ありうべき姿をいち早く実現したいと考えている78)。
a山台港への寄港中止
l999(平成ll)年5月l5日付『日本経済新聞(東北経済)』は,「仙台港と
北米, アジア, 欧州を結ぶ国際定期コンテナ船を遇一便運統している台湾
の海運大手, エパーグリー ンは来月8日の便を最後に仙台港への寄港を休
止する。一方,同社のグルー プ会社,ユニグロー リ ・ーマリン・コー ポレー
77) ヴァイスロイの住宅は, 南米市場およびスぺイン市場において, 何れも富裕
用向けの住宅として販売されている。 また, 韓国およびドイツは石で家を作
る文化国であることから既存の住宅価格は非常に高価で, これを木造化して一般願客に安い値段で提供すれば, かなりの市場拡大が期待されるという。
78)2000(平成l2)年4月27日に仙台で開催された「カナダ住宅・建材セミナ」ー
でのヴァイスロイ関係者へのヒアリングより。
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ションが現在,東南アジアから小名浜港(福島県)まで運航しているコン
テナ航路を同l5日から仙台港に伸ばす。 仙台一アジア間の代替航路は確保
されたが,北米一仙台間の直航航路は『国際貿易港・仙台』の看板だった
だけに宮城県にとっては痛手だ。 エバーグリーンは96年2月から仙台港に
寄港, 北米からの住宅部材輸入を中心に利用されている。 同社によれば北
米からの貨物は,同社の北米一東京間の別航路を使い,東京からはトラッ
クで陸送するなどの措置をとる。 同社は寄港休止の理由を 『仙台港の水深
(l2メートル)が浅く,新型の大型高速船が入れないため』としている」
と報じた。
この仙台港への寄港休止をうけて, セルコホームのロジステ ィ ッ クスは,
ひとまず以下のような形に変更された。 セルコホー ム提供の資料によれ
ば79), この休止にともない, 資材のコンテナはバンク バーーからいった
ん東京ないし横浜に寄港し, そこで(ユニグロー リーなどの)内航フィーダー
船に積み替えられ仙台港に運ばれることになった。 このフィーダ・サービ
スを利用することで8o), 一応のところは仙台までの海路が確保された。
さらに,セルコホーム提供の上記資科によれば,2000(平成l2)年3月
l8日に, 「突如エバーグ リ ンーが4月から仙台港より 〔完全〕撤退する旨
の連絡 台湾本社よりニュー ヨー クのエバーグリーン統括部へ指示」8l)
が出されたわけであるが, どうやら 「台湾本社は, 仙台港での輸出入が世
界各地の港に比べ効率が惡いためコンテナを有効に回せなく, 空のコンテ
ナが增大している事から, 仙台港へのサービスを取りやめる決定をした。
輸入は多いが輸出が少ないうえに, ここにきて輪出のコンテナを利用して
いたト ヨーー タイヤがエバーグリーンから日本郵船に船会社を変えたこと
79) セルコホー ム提供資料 (2000年5月l6日) より。
80) フィーダー・サービスとは「比較的少ftの貨物を規模の小さな港湾間あるい
は規模の小さな港湾と規校の大きな港湾の間を対象に輪送する支線サーピ
ス」(津守,l997,27l頁)である。
8l)セルコホーム提供資料(2000年5月l6日)より。〔 〕は村山が加筆した。-l49- 65
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により, ますますエバーグリ ンーの空コンテナが仙台港にたまることとな
る。 結果800本のコンテナが仙台港にたまっている」82)ということが完全
撤退の公式的な理由となったようである。 すなわち, 先の新聞報道による
水深の間題もさることながら, コンテナ利用の非効率性が主たる原因とな
って仙台港からの完全撤退という決定が下されたのである。 仙台港にエ
パーグリ ンーの40feetハイキュープコンテナをまわせないとなると, セル
コホー ムにとっては, 内航フィーダ一船を利用しても, コンテナ自体の数
不足によって海路の確保は難しくなる。 まさに, これはセルコホームとヴ
ァイスロイのビジネスに致命的な打撃を与えかねない環境変化であった。
上記の資料には,寄港中止の「影響」,「近の々対策」,「中長期的対策」
がそれぞれ要約されているので順にみていこう。
まず,セルコホームは,その影響について,「l.『エパーグリーンから
他船社に船会社を変えることによりコスI、が上がり住宅購入者への負担增
となる。』 ェパーグリ ンーの仙台向けサ ビースが受けられないとすると価
格アップにつながる。仙台通関ではなく東京, 横浜通関にすると海上運賃
は安くなるが陸送の運賃コストが上がり総体的なコストが上がる。 2.
「船会社を変えることにより, 工場出荷のスケジュー ルが変わり, 生産ス
ケジュー ルに影響を及ぼすと共に入荷スケジュールが変わる。』 一時的で
あるが現場に混乱が出る。 エバーグ リー ン金躍日仙台入船だが他船だと土
限日の入船となり一日ずれる。 3.  『ハイキュープコンテナの供給に影響
が出る」 40feetハイキュープコンテナを数多く持つているエパーグリーン
から船会社が変わることにより, 使用できるハイキュー プコンテナ数が減
少し, またバンクー バ一港の慢性的コンテナ数の不足のため, 安定したコ
ンテナの供給が出来なくなる。 コンテナ供給不足に至ると, 工場出しの日
程がズレ, 工場生産スケジュー ルに影響が出る。 ひいては現場の工程の運
れにっながる。 コンテナを持つているエバーグ リー ンで東京降ろしにする
82) セルコホーム提供資料 (2000年5月l6日) より。
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と前記のように陸送のコストがかかる」83) (あきらかに誤字・脱字とおもわ
れる商所は村山が修正した。以下, 同様) と分析している。
ついで, 近々の対策として 「『仙台港への輸送方法につき多方面から検
討を重ねてきた結果, 最大限エバーグリ ンーを使い, 残りをCOSC0にて
輪送することにした。』エバーグリーンと再三の交渉の末, 仙台港向けに
当分の間0から最大5本までを供給するという意向を取ることが出来た。
l .コンテナ数の不足である清水港に仙台経由で空のコンテナを運べない
かとの案は船会社ユニグロー リーにより却下, 2.日本郵船にて運ぶこと
は出来ないか。 コストも高いがハイキュー ブコンテナの手配が当分出来な
い。5月以降出来たとしてもl船2本までとのこ と。対応は無理。3.
00CL, APLなどの検討も行つたが郵船と同じ理由である。 4 .バンクー
バ一港でなくシアトル, タコマの港を使つての輸送についての検討を行う
が, アメリカ国内の港までの陸送費や通関等に係る費用が発生するためコ
ストが膨らむ。 5.小名浜, 八戸港の利用も考えるが国内の陸送費がかさ
むので無理。 等々多方面から検討し, フォワーダーである三菱倉庫とも話
し合いを重ねエバーグリーン, COSC0を使いサー ビスを行うこととする。
他方エバーグリーンを利用しているメーカーと共に宮城県や通産局へエ
パーグリーンが仙台港へのサービスをやめないようお願いをしていく」84)
と記される。
同資料に添付されている各社の仙台港向けのコンテナ船の運航表によれ
ば,cosc0は,「横浜(本牧cふ頭)一仙台一宮古一八戸一苫小牧一室蘭」
という内航フィーダ一航路を運航している (l998年6月開設, 遇l便土服日)。
すなわち, 当面のところは, エパーグ リ ンーからハイキューブコンテナを
最大5本まで確保する約束を取りっけたうぇで, それをいったんェパーグ
リーンあるいはCOSC0を使つてバンクーバ一港から横浜港まで運び, そ
83) セルコホーム提供資料 (2000年5月l6日) ょり。
84) セルコホーム提供資料(2000年5月l6日) ょり。
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こでCOSC0の内航フ ィ ー ダ一船に積み替えて仙台港に入港する という形
をとることになる。 それ以外に, バンク バー一二o,仙台の直航便をもっ日本
郵船や00CL (オリエン ト・オーバーシーズ・コンテナ・ライン)などを利用
する可能性も模索されたようだが, コスト高さらに資材を運搬するための
40feetハイキュー ブコンテナを手配できないという理由からその案は却下
された。
さらに, 中長期的対策について, セルコホー ムは以下のようにコメント
している。 すなわち, 「水深l4mの高砂埠頭は何故造られたのか, 有効利
用のためにも, 宮城県や通産局に北米航路直通便の再会をお願いしていく。
そのためには仙台港を利用した輪出の量を增やす (カナダ側の仙台からの輸
入を增やす) ことが求められる。 仙台港使用料等の値下げにより少しでも
輸出入業者の負担を軽減する。 バンクーバ一港の慢性的コンテナ不足の解
除。 カナダは輸出が多く輸入の少ない国であることから慢性的にコンテナ
が不足している。 サンフランシスコ, シアトルにあるコンテナを回すにし
てもコストがかかるのでバンクーバ一港使用料, 荷役人賃金などでカナダ
政府の補助を仰ぐ」85)とされている。
このように中長期的対策としては, 国家間(日本⇔カナダ) ないし地域
間 (仙台二o・バンクーパー)  での輸出入量を均衡させるという産業構造の再構
成の必要性が指摘されており, そのために宮城県, 通産局さらにはカナダ
政府に積極的な対応を求めていくことが唱われている。 ここでの根本的な
間題は, コンテナ量がうまく調整されないことにあり, 輸出が輸入を上回
るバンク バー一港では「空コンの不足状態」に陥り,他方,輸入が輸出を
上回る仙台港では「空コンのだぶつき状態」が生じている。すなわち,バ
ンクーバ一港への輪入, 仙台港からの輪出がそれぞれ增加すれば, コンテ
ナの需給は均衡する。 しかしながら, 各地域の産業構造はかなり国定的な
ものであることから, セルコホー ムが打ち出す 「仙台港を利用した輸出の
85) セルコホーム提供資料 (2000年5月l6日) よ り。
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量を增やす (カナダ側の仙台からの輪入を增やす)」 という l番日の中長期的
対策は, とうてい実現不可能な内容といわさるを得ない。
そこで, 仙台港でだぶっく空コンをコンテナ不足の清水港に輸送したり,
サンフラシスコやシアトルの余つたコンテナをバンクーバ一港に回したり
するなど, 近接港の間で空コンの量を調整するという対応も考えられたが,
輸送コストおよび時間が掛かるうえ, 低価格化路線を採用しているセルコ
ホームにとって, その費用を単独で負担することにはかなりの無理があっ
たo
このようにして, セルコホームは, 輪送コストの上昇分を吸収するため
に, バンクー バ一港の使用料や荷役人賃金などの面で, カナダ政府に補助
金を要求するという政策を打ち出している。 すなわち, 仙台港への寄港中
止という決定については,もはや企業(セルコホーム)⇔企業(ヴァイスロ
イ, エバーグリーン) という関係において対処し得る範囲を大きく逸脱して
おり,ゆえに企業(セルコホーム)⇔国家(通産省,カナダ政府), 地 城 ( 仙
台 ) ⇔地域(バンクーバー),ひいては国家(日本政府)⇔国家(カナダ政府)
という, より広い関係性のなかで解決されるべき間題を多く含むのである。
昨今,カナダ商務省やカナダ各州(例えば,ケぺッ ク,アルバータ,プリテ
ィッシュ・コロンビア各州)は,自国の重要な経済・産業政策のlつとして
加工建材ないしパッケージ・ハウスに代表される高付加価値製品の輸出
を計画している。 とりわけ, 世界有数の住宅新設着工戸数を抱えた日本
は, 隣国アメリカと並んで, 格好の住宅輸出市場と位置づけられており,
在日カナダ大使館は建材セミナーなどを通じて日本国内での広報活動に積
極的な取り組みをみせている。 例えば, 仙台で開催された建材セミナーに
おいても,L・エドワー ズ (L.Edwards)在日カナダ大使が,「首都圈だけ
でなくLOCAL T0 LOCALの発想のもと, 地方にまでも積極的な広報活
動をおこなっているのは, カナダ大使館だけ」86) と自信を持つて語つて
86) 2000年4月27日 「カナダ住宅・建材セミナ 」ー におけるエドワーズ大使の挨
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いるo
他方, 通産省およびJETR0などは, 日本の貿易黒字を是正するための
輸入市場開放プログラムを掲げており (健全なる輪出を確保するためにも輪入
を拡大することが不可欠である。 また, それによって政治的な外圧を回選すると同
時に,安定的な11lll,替市場の確立を日指していかなければならない),そのlつの
柱として, lユニット毎の単価が高く住宅l練の輪入で車5台分の輸出を
相殺する効果を持つといわれた輪入住宅に注目したのである。 よって, 今
回の仙台港への寄港中止の決定は, 実は日本政府にとっても非常に深刻な
間題なのである。
このような状況下,2000(平成12)年2月には,セルコホームが「l999
年のカナダのプレハブ住宅に関する日本最大の輪入業者」 (Japan'slargest
importer of Canadian prefabricated homes)として公表され,カナダ産業大
臣ジョン・マンリィ( John Ma ley),カナダ産業省ビルディングシステ
ム部長マレイ・ハーディー(Murray H rdie),駐日カナダ大使館参事官
(商業担当)プライアン・パロッ ト ( Brian Parrott)から,お祝いの書状や
感謝状などが届けられた87)。 なお, カナダ大使館からの書状をみると,
l999年(平成ll年)のセルコホー ムの輸入量は「セルコ本体が3l5ユニット,
フランチャイザ一向けが450ユニットと予測されて」88)おり, 「l999年の
カナダからの輸出数量がl,4l9ユニットと見積もられているため, セルコ
は全市場 〔カナダからのプレハプ住宅●a出総数〕 の約54%を占めている計算に
なる。ちなみに,第2位の業者の輸出量は,わずかl70ユニッ I、」89)であ
るという。
すなわち, カナダ政府は自らの経済政策を実行するうえで, もはやセル
コホー ムという一地方企業の存在を軽視できなくなってきており, とりわ
けプレハブ住宅分野の対日輸出における同社の影響力はかなり大きなもの
87) セルコホーム提供資料 (2000年5月16日) ょり。
88)セルコホーム提供資料(2000年5月l6日) より。
89)セルコホーム提供資料(2000年5月16日)より。〔 〕は村山が加華した。
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となっている。 そのため, 今回の仙台港への寄港中止, さらにバンクーバー
港でのハイキュー プコンテナの不足が原因となり, もしもセルコホームが
輸入先港をサンフランシコやシアトルに変更し, それらの港に近接したア
メ リ カのホームビルダーに資材調達先を入れ替えるようなことになれば,
ヴァイスロイはもとよりカナダ商務省としても大きな痛手となろう。 もち
ろん, セルコホームとしてもヴァイスロイとの間で苦労して作り上げてき
た調達システムを易々と放索し, 新たな関係を構築していくだけの資金的
また時間的な余裕もないであろうが, 輸送手段が確保できないとなれば,
将来的にはそのような英断を下ささるを得ない時期が否応なしに到来する
かもしれない。
V システム変化の動態
それでは,前節まででみてきた資材調達システムの複雑な動態を,いか
に体系的に整理し理解すれば良いのか。 まず, そのようなシステム変化の
多くが,セルコホーム (輸入側)とサプライヤー(輸出側,主にヴァイスロイ)
の戦術的な駆け引き (交渉ゲ ムー) のなかで生じてきていることを認識し
ておきたい。さらに,これまでのところ,この交渉ゲームでは,多くの事
柄がセルコホー ム側により有利な方向へと展開してきているといえよう。
前節まででみてきたシステム変化は, 大きく以下の4つの段階, すなわ
ち「コンソリデータ一依存型」, 「自社調達システムの構築」, 「自社調達シ
ステムの変更」, 「新たな展開」に分けることができよう。そして, 多くの
変化が 「交渉ゲ ムーをより有利に進めたい」 あるいは 「より効率的なシス
テムを構築したい」 といった, セルコホー ムおよびヴァイスロイ双方にお
ける戦術的な動機こそが主たる原動力となって実行されてきたものと考え
られる。 ここで, 図表32のように, も う一度その動態を分かりやすく整理
したうえで, それぞれの段階毎の内容をみていきたい。
第lに,  コンソリデータ一依存型から自社調達システムへの切り替えを
みておこう。 本稿では, コンソリデータのー利用をセルコホー ムにおける
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図表32資材調達システムの変化
段階 内容 変化の原動力
第11段購
コンソリデーター
像存型;
責材ll建をコンソリデーターという混般集者に任
せる。 これによって, 国内で建材間屋を利用した
場合と同じように, 発注業務を行える。 ただし,
手数料や高い費材をm入しなlナればならない。
・手数料の前減。
・スケールメリットo
・品資向上への期待。
など
第2段階
自社国達システム
のl集!
開8年iaまで
複数発注から'プ7イスロイへの集中発注へ。 ヴァ
イスロイに対するインスぺクターの派通. さらに
品資管理・ 概包方法などの指専や提集を展開し.
発注業新の制度化を図る。
・ 取引上の信額要得。
・集中化による交法カの向
上。
・スケ ルーメリット。
など
第3段階
T 変更
リ ッチモンド工場の新設。 決済条件の変更および
業ll,意変動への対応。これらは.一旦制度化された
システムの再制度化の過理と提えられる。 こうし
た変更は何れもセルコホームに大きな,,l リ ッ ト を
もたらすものと考えられる。同時に.商社間での
取引に対する一段と深い関与が確認される。
・ スケールによる交修力な
いし影響カの向上。
・新工場への投資による取
引への逆行不可能な関与。
・ その取引に特定化された
ノウハウなどの書a。
など
新た::「l
2000年頭
セルコホームが買料金制度の導入を検的し提案す
る。ただし.それはヴァイスロイによって一旦保
留される。ついで,ヴァイスロイがERPシステ
ムを期:入するが, 像然としてセルコホームの情報
システムにl:t通結されていない。 船会社エパーグ
リーンの仙台港からの完全械通。 これは. セルコ
ホームやヴァイスロイ. ひいてはカナダ政府や日
本政府とっても大きな病手となろう。 最終的にヴ
ァイスロイは国機金=DIAを認める。
・スケールによる交渉力の
雄持。
・情組システムの部入によ
るツァイスロイのle出較
略の推進と. ll出先の分
做による交渉力の維持。
・船会社の家占的市場支配
力。
など
72
-l56-
輪入住宅の資材調達システムに関する一考察
輸入住宅導入に向けた準備期間ないし学習期間と位置づけ, そのうぇで自
社調達システム構築への動きをもって本格的な参入と捉えた。 おそらく,
この切り替えの主な理由は, コンソリデー ターに支払うべき高い資材代金
の回選と手数料の削減であった。 しかしながら, そこには自社調達システ
ムの構築に伴う負の要因, すなわちシステムの構築に掛かる費用と時間の
間題があった。 ここに削減される費用と新たに付加される費用との比較秤
量が必要になってきたのである。 当然のことながら, 支払い手数料は, 輪
入棟数が多くなるほど比例的に增加してい<。他方, 自社調達システムの
構築および運用に掛かる費用は, その大部分が間接費にほかならないため,
輸入練数の增加に伴つてl練当たりに配分される間接費の額は少なくなり,
いわゆる「スケールメリット」(規校の経済)が発揮されることになる。
セルコホー ムは, 輪入住宅を自社の事業構造転換の大きな力と位置づけ,
本格的な取り組みをみせていたことからも, 将来的に輸入量はより一層增
加していく という見通しを持つていた管である。 いや, 数量的に增加しな
ければ市場でのサバイバルを階けた事業の構造転換は脆くも失敗に終わっ
てしまうことから, 自社調達システムの構築や運用に掛かる費用と将来の
輸入量との比率として算出される「予測されたスケールメリット」は,
(少なくとも主観的には)かなり大きな効果を発輝するものとしてセルコホー
ムの目に映つていたのではないだろうか。 さらに, これにサプライヤーと
の直接的なコミュニケーションを通じて得られる品質向上効果への期待も
加わり, 調達システムの内部化がますます志向されていったのであろう。
第2に, 自社調達システムの制度化であるが, まず注目すぺきはセルコ
ホームが資材調達先をヴァイスロイに集中していく過程である。 当初, セ
ルコホー ムはリスク分散や交渉力維持の観点から複数発注体制を政いてい
たのであるが, その後, 取引業務の調整がもっとも難しいとされる注文住
宅を担当するヴァイスロイとの取引量を增加させていった。 もちろん, セ
ルコホー ムにおける輪入住宅への参入の動機が注文住宅都門の強化にあっ
たことから, それは当然の成り行きだったのかもしれない。 しかしながら,,,
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この集中化の背景には, ヴァイスロイがセルコホームからの提案や指導を
受け入れることで, 品質向上および発注業務を改善し, サプライヤ とーし
ての信頼を獲得していったという事実があった。 ヴァイスロイとしても,
低迷するカナダの国内市場に対時し, 輸出市場の開拓に成長の活路をみい
だしていたので, セルコホームからの信頼を獲得し自社に発注を集中して
もらうことこそがサバイバルのための重要な施策となっていた。 もちろん,
セルコホー ムからの発注が增えれば, ヴァイスロイとしても, 木材など原
材料の発注量が增加し, 物流の前段階にある資材業者に対する値引き交渉
力が高まり, また工場稼働率の上昇によって製造コストの低減も期待でき
るなど, いわゆるスケールメリットの恩恵が受けられるのである。
他方, セルコホー ムにとっても, この集中化には幾つかのメリットがみ
いだせた。例えば,複数発注よりも集中発注の方が,物流の調整コストが
安く済むなど業務上の利点もあげられるが, この集中化には, 明らかにそ
れ以上の戦略的な狙いともいうべきものが読みとれた。 すなわち, l社に
大量発注すれば発注先企業の売上高や利益といった経営業1段に大きな影響
力を保持することができ, ゆえにセルコホームから発つせられる資材価格
の値引きや品質向上などの提案が一段と重みを增してくることになる。 換
言すれば,「複数発注によるリスク分散や交渉力の維持」よりも「集中発
注による交渉力の一層の強化J こそが選好されたのである。 このようにし
て集中化を図ることで, セルコホー ムは, ヴァイスロイに対して, インス
ぺクター の派造, 梱包方法の指導さらに品質管理の充実などを提案し, 発
注業務の細部にいたる詰めの作業に入つていった。 このようにして, 資材
調達システムの制度化, さらに簡素化や効率化が図られていったのである。
第3に, 自社調達システムの変更に関してであるが, ここでは多くの点
でセルコホー ムにより有利な方向への変化が確認された。 それでは, いか
に,この動きを捉えたらよいのであろうか。まず, リ ッ チモンド工場新設
によるロジスティックスの変更があげられるが, セルコホームにとって,
これは納期の短縮に集がるなど大きなメリットになった。 このリッチモン
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ド工場は, おそらくヴァイスロイの (とりわけアジア向け) 輸出戦略の基点
となるべく工場と位置づけられるが, それは同時に工場への投資がサンク
コストの性格を帯びるため「輸出市場に対する不可逆的な (irrevesible)
関与」が形成されることを意味していた9o)。ここに,輪出市場での売上
げ, ひいては総売上げにおいてもかなりの割合を占めるセルコホームとの
取引の継続ないし拡大こそが, ヴァイスロイの業績を大きく左右する重要
な鍵となってきた。 そこでは, セルコホー ムが日本国内で構築してきた自
社販路あるいはバートナシップ向けの販路, いわゆる流通力ないし販売力
こそが交渉上の武器として大いに機能することになった。
他方, ヴァイスロイも, セルコホー ムの販路を利用することこそが自ら
に利益をもたらしてくれる重要な手段と認識していたので, セルコホーム
からの様々な提案を受諾し, 取引関係の安定化を日指したのである。 もち
ろん,決済条件の緩和や為替差損の相互負担(すなわち資材価格の値下げ)
などを受け入れれば, ヴァイス口イにとっては幾らかのコスト增につなが
る。 とはいえ, 日本市場において自力で販路を構築していく時間や費用を
勘案すれば, 今のところは, セルコホー ムからの要望を受け入れ安定的な
取引関係を確立しておくことが, 現在の売上げを維持し, さらに将来的な
拡大を図るための不可欠な行動だと判断したのであろう。
もちろん, セルコホームも, ヴァイスロイの工場を活用し, さらにカナ
ダ国内においてヴァイスロイが保持する物流の前段階にある資材供給会社
(木材業者, キッチンメーカ ,ー 装飾資材メー カーなど) に対する交渉力の恩
恵を間接的に受けている。すなわち, カナダに自らで工場を新設し, そこ
で多数の資材業者と個別に交渉していく時間や費用を念頭におけば, セル
コホー ムにとってもヴァイスロイとの取引関係の維持こそが坪単価29.5万
円という低価格化路線を実行するうえで不可欠なのである。 しかも, セル
90) ァロー によれば 「不可逆的な投資行動」, ウィリアムソンによれば 「事後的
な少数性」と表現される。Arrow,p.55(邦訳書,62頁)およびWilliamson
(l983),p.29(邦訳書, 48買)を参照。
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コホームとヴァイスロイの両社が, その取引のみに活用し得る調達システ
ムやノウハウの構築に繰り返し投資を重ねていくことで, それが他の取引
には転用不可能な, いわゆる取引特定的な資産となりサンクコストの様相
を帯びてしまうため, ここでも両社の取引に対する不可逆的な関与が形成
される9I)。 こうしたこそが, お互いが利己的動機にもとづいた交渉戦術
をとりながらも, その利己心がある範囲内で抑制され両社の関係が大きく
崩壊しない, 換言すれば 「調達システムの内容は不安定に変化し続けてい
るが, 取引の継続という基本的部分にっいては両社の安定的な関係が成立
している」 という微妙なパランスが創出されてくる根本的な力となってい
るのであろう。
第4の「新たな展開」として取りあげた3点,そのうち2つはセルコホー
ムおよびヴァイスロイの積極的な働きかけから生じた変化であるが, 残り
のlつはェバー グ リ ンーという船会社の意思決定によって引き起こされた
環境変化でもあった92)。
まず,セルコホームは,ヴァイス口イに対して買掛金(D/A)による代
金支払いを認めてもらうといった提案を試みるが, 当初はさすがに困難な
申し出としてなかなか受け入れられなかった。 現金決済が常識であるカナ
ダのサプライヤー に対して日本的なD/Aの導入を求めるのは, 冷静に判断
すればかなり無理があると思われたが, 最終的にヴァイスロイはこの条件
を受諾した。 この受け入れの背景には, やはりセルコホームからの発注量
の継続的な上昇がみてとれよう。2000(平成l2)年8月末に提供された
9l) これに関しては, ア口一やウィ  リアムソンによって分析された取引様式の待
号 化 (coding)の識論が非常に参考になる。様式の符号化により,取引は簡
素化され効率化されると同時に, 取引主体間での関係の固定化が生み出され
る。 Arrow(l974),p.55(邦訳需,62頁)およびWilliamson(l983).pp.
35-36(邦訳書,58頁)を参照されたい。
92) ウィリアムソンが主張しているように, lつの取引関係を十分に理解するた
めには,その取引をとり囲む他の取引,すなわち「雰囲気」といったシステ
ム要因にも目を向けていかなければならない (cf.,Williamson, 1983, pp.
37-39;邦訳書,6l- 4頁)。
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資料によれば, セルコホー ムは, l999(平成ll)年8月̃2000(平成l2)年
7月までにl,020練という過去最高の受注棟数を達成した。 すなわち, ヴ
ァイスロイ側としても, D /A;導入によるコスト增はセルコホームからの発
注の增加によって得られるスーケルメリットでどうにか補完できる。 よっ
て, まずはD/Aを受け入れることで取引の安定化を図り. つぎに将来的に
セルコホー ムの販売棟数がより一層拡大した院には, その增加分の全てを
自社に発注してもらうことでさらなるスーケルメリットの恩恵を享受した
いという思惑を持つたのではないだろうか。
つぎに, ヴァイスロイにおけるERPシステムの導入と整備に関してで
あるが, ここには同社の輪出市場開拓への大いなる思い入れを窺い知るこ
とができる。 繰り返しになるが, このERPシステムの資材調達部分の内容
は, セルコホー ムとの取引のなかで蓄積されてきた受注方法を簡素化した
ものにほかならないが,それを各国言語でも処理可能とすることで,日本市
場で経験した成功事例を他国にも移転していきたいという日論見が読みと
れる。しかしながら,現実はそれほど甘くはなく,少なくとも2000(平成l2)
年4月末の時点で, その資材発注システムはセルコホームの情報システム
にさえうまく連結されていない状態であった。 その理由としては, セルコ
ホー ムとヴァイスロイ両社の情報システム間でのインターフェイスの不具合
という技術的間題が指摘されているが, そこにはさらなる戦略的な意味あ
いを読みとることもできよう。 すなわち, 以下のような解釈も可能である。
まず, セルコホー ム側には, ヴァイスロイ主導で作成された資材発注シ
ステムを安易に導入し, 自社内部の発注業務を順次それに適合させていく
ことで取引関係の柔軟性と汎用性がしだいに失われてゆき, 最終的には一
種の囲い込みにも似たような状況におちいり, ついには交渉力が低下して
しまう, という危惧があったのではないだろうか。 逆に, ヴァイスロイ側
は,紳士協定にもとづく (いわば脆弱な基盤に支えられた)セルコホームと
の取引関係をこれまで以上に安定化させ, さらに固定化させたい, という
希望を強く持つていたのではないだろうか。 それに加えて, ERPシステ
-l6l- 77
東北学院大学論集 経済学第l47号
ムを営業支援ツ ルーと して活用するこ とで, 国内外で新たな取引先を発掘
し,全売上げに占めるセルコホームの割合を低減させ,セルコホーム1社
への過度の依存体制からいち早く脱却しリスク分散と交渉力の回復を図り
たいという狙いを読みとることもできよう。 いわば, そのERPシステム
という技術的なッー ルをめぐって, 両社がそれぞれ私的な思惑と長期的な
影響に対する思慮を抱きっつ, まさに戦術的な駆け引きを展開していると
捉えられるのである。事実,このERPシステムは,あくまでもヴァイス
ロイ内部において一方的に開発され, 開発の最終段階においてようやくセ
ルコホー ム側に開示されたものであった。 これこそが, ERPシステムを,
たんなる「業務の統合化ないし効率化のッー ル」ではなく,「取引上の地
位の変化をも生み出し得る戦略的ツール」 と捉える所以でもある。 ただし,
ERPがより効率的に業務を処理することになれば, やはりセルコホーム
としても同システムの導入を頑なに拒否し続けることがビジネスを進める
うえで不利に作用することにもなる。 もはや, ヴァイスロイとの取引がか
なり固定化されてきており, ビジネスパー トナ とーして不可欠な存在にな
っているとすれば, システム導入によって一層の効率化ひいては安定化を
図つた方が良いと判断する時期が近い将来に訪れるかもしれない。
最後に, 仙台港への寄港中止というのは, まさにこの取引関係のなかで
もうlつの重要な利書関係者を構成する船会社エバーグリーンの意思決定
から引き起こされた間題であった。 しかしながら, この出来事を通じて,
バンクーバー一:l,・仙台間を結ぶ太平洋航路とハイキューブコンテナとの組み
合わせについては高度な市場支配力をもったエバーグリーンの交渉力の強
さがあらためて確認されることになった。 いまのところ, セルコホー ムは
輸送経路を変更することでこの変化にうまく対応しているが, 長期的には,
その日加通商上の重要な地位を利用しながら, カナダ政府に補助金の提供
を要望したり, さらに宮城県や仙台市などの公的機関を通じてェバーグ
リーンに寄港再開の働きかけを強く要請していくという。
なお,2000(平成12)年8月末に提供された情報によれば,現在,セル
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コホームは, 船会社をエバーグリーンからCOSC0に大き く移行させてい
る93)。 こうなると, エパーグ リ ンーの仙台港からの完全撤退も, 船会社
の変更という手段をもって何とか乗りきったことになる。 なるほど, 結呆
からみれば, エバーグリーンの交渉力もそれほど高いものではなかったと
いえよう。 しかし, COSC0が, エバー グ リ ンー同様の輪送価格やサービ
スを実現できるのか, どうなのか, もしも出来ないとなれば, それをどの
ように克服していくのか, これらの点については今後も解決すべき間題と
して残されることになる。
以上, 本節では, 輪入住宅の資材調達システムの構築とその変化過程に
ついて, 交渉ク二一ムという見方を適用したうえで, 整理し, 理解してきた。
さて, 幾つかの大手輪入住宅メーカ へーのヒアリングにおいても, 今後の
住宅産業では, 発注時のスケールを稼きだし, いかに安く資材や都材を調
達できるかが勝負の分かれ日になる, という見解が一様に強調されてい
た9o 。そして, セルコホームとヴァイスロイの取引関係においても, ま
さにこの「スケール」がlつの重要な鍵になっていたと考えられる。もし
も, これまでのところセルコホーム側により有利な形で交渉が進んできて
いるという分析が正しいとすれば, 直営やフランチャイジングの販路を介
してセルコホームが稼ぎ出している発注のスケールこそが交渉力の源泉に
なっていると考えられる。また,ヴァイスロイとしても,セルコホームか
らの受注量が伸長している限りは, 工場稼働率の向上や物流の前段階の供
給業者に対する値引き交渉力の強化によって原価低減の余地が残されてお
り, ゆえにセルコホームからの資材価格引き下げの提案に応じていくこと
は経済合理的な経営行動として認容されるわけである。 事実, ヴァイスロ
イのポー ト ホー プ工場の従業員に対して, 「日本国内の不況がさらに長期
化し, セルコホームからの価格引き下げの要望が高まってきた時に, ヴ ァ
93) セルコホー ム提供資料 (2000年8月2l日) よ り。
94) 東急ホームへのヒアリング(2000年3月22日) ぉよびスウ:Lーデンハウスへ
のヒアリング(200l年3月6日)より。
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イスロイの工場ないし製造ラインにコスト削減の余地 (rooms) はあるの
か」 という質間を投げかけたところ, 「セルコホームが発注量を拡大して
くれればコストは幾分低減できるだろう。 もはや, 我われには, スケール
拡大によるコストダウンしか道がない」95) という答えが返つてきた9li)。
このように, 発注量の拡大, すなわちセルコホー ムによる日本での販売
拡大こそが,売上高(収益)伸長および費用削減の両面に作用し, ヴ ァ イ
スロイとセルコホーム双方が共に利益を獲得していけるような状態を作り
出してきたといえよう (周知のごとく, 利益は売上高から総費用を差し引いて
求められるものである)。この発注規模の拡大こそが,両社間の 「本質的」
には対立的といえる関係をいったん潜在化させ, 今までのところ, 「表面
的」 であれ良好なる関係を維持させてきた1 っの力と捉えられるのではな
いだろうか。 いわば, 日先のパイが常に拡大していることが, パイを取り
合つているという事実を背後に追いやったのである。 しかしながら, 日本
の平成不況がさらに長期化するなら (そうなる公算が強いが), 今後はセル
コホー ムの販売拡大(パイの拡大)の勢いにも幾分の陰りがみえ始めるで
あろう。 そうなると, セルコホー ムの販売拡大が限界(これ以上はパイを拡
大できない状態)に達したときに, もしかすると現行の交渉力の分布に大
きな変化が生じ, 最終的には本来の競争的な構造 (パイの奪い合い) が表面
へと浮かびあがってくるのかもしれない。
W むすびにかえて一調達システムの問題点一
さて, セルコホームとヴァイスロイとの間で, 比較的うまく構築され,
また効果的に運営されてきた国際的な資材調達システムの歴史的な変化過
程を明らかにし, そのうえで交渉ヶ'ー ムという見方を適用しながら整理し
てきた。 しかし, その成功裡に展開されたシステムも万全なものではなく,
95) ヴーァイスロイでのヒアリング (l998年9月23日) よ り。
96)工場稼働率が向上すれば,従業員のlai用も確保できる。ちなみに , ヴ ァ イ ス
ロイの従業員はュニオン・ショップに加盟していない。ヴァイスロイでのヒ
アリング(l998年9月23日) よ り。
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幾つかの間題点が内在していると考えられる。 ここでは, それらの間題点
を明らかにすることで本稿の結びとかえたい。 なかでも, 特に重要度が高
いと思われる,「取引関係の安定性の間題」と「財務経営上の間題」にっ
いて検討していきたい。
さて,契約(ライセンス契約やフランチャイズ契約など)や資本(直接投資な
ど)を介した相互の固い紐帯がないために, セルコホー ムとヴァイスロイ
の取引関係は基本的に脆弱なものと考えられる。 これまで両社の関係を支
えてきたのは, 信額という実体の捉えがたい無形資産, 取引特定的で汎用
性の低いノウハウが蓄積されることによる取引への不可逆的な関与, さ ら
にセルコホームの販売拡大によって実現されてきた両社間での利益班得機
会の向上への期待(いわゆる金銭的かつ打算的な互酬性) であったといえよう。
しかし, 信績やノウハウなどの無形資産が, まさに利益獲得の期待に導か
れた反復的な取引のなかで構築されてきたものであるとすれば, 3つ日の
販売拡大への可能性こそが両社の関係を支えてきたもっとも基礎的な力と
いえよう。 ゆえに, これまでのところは日本市場での販売拡大に直接的か
っ積極的に資源を投下し, それを達成してきたセルコホーム側に交渉上の
主導権が備わってきたのであろう。
しかしながら, 今後も, これまでのように販売の拡大が順調に進められ
ていくのであろうか。現在, セルコホー ムは, 首都圈での拡販に力を注い
でいる97)。とはいえ,首都圏は,東北のローカル市場とは異なり,数お
おくの強力なライバル達が鍋を削り合う競争の激しい市場である (前掲の
97) セルコホームは. 横浜の直営支店の開設とともに, 都市国狭小地向けのッー
バイフォ一住宅プランを開発している。 試作段階の模型をみせてもらうと,,
それは間口は狭いが奥行きのある直方体の3階建てで, l̃ 3階までの吹き
抜けなどのオプーン・プランニングを多用して, 狭隘な室内空間にできるだ
け広がりを持たせる工夫が施されていた。また,都心部では道路や工事スペー
スが制限されるため, パネル化された構造壁の城入が雄しい現場にもしばし
ば遭遇することを想定し, ツーバイシックスの構造材を使い現場で一から組
み立てていく方法を採用している。 セルコホーム関係者へのヒアリング
(l999年2月22日) よ り。
-l65- 8l
東北学院大学論集 経済学第l47号
図表7を参照されたい)。 当然, そうした鏡争に打ち勝つためには, 多額の
販促費と広告費を予算計上し, さらにプランド力の強化に向けた様々な施
策を積極的に打ち出していかなければならない。 このような先行投資を英
断できるか否かが, 勝負の分かれ目になってくるわけだが, 後段でやや詳
しく述べるように, セルコホー ムのような地方の中小住宅メーカー は, お
しなべて資金調達の難しさを抱えていたと考えられる。 しかも, 成熟期を
迎えつつある新設住宅市場において, 今後とも売上高が右肩上がりの上昇
カーブを描いていくといった予測を立てるのは, やや現実性を欠いたもの
といえよう。
そこで, 最近, セルコホー ムが力をいれているのがパートナ シーップ事
業の充実である。 すなわち, セルコホームの輸入住宅の施工と販売をおこ
なうフランチャイジーを広く組織化することで, 販路を拡大していくとい
う政策にほかならない。先にみたように, 将来的には加盟店(セルコホー
ムではパートナー とよばれている) を200社にまで拡大していく計画を立てて
いるが, 現時点で, この計画の実現可能性を云々することはできない。
フランチャイズ'チェーン・システムについては, 別稿で詳しく論じた
いと考えているが98), ここでは資材調達システムとの関連で以下のよう
な間題点のみを提起しておきたい。 つまり, その拡張計画がうまく実行さ
れたとしても, 数のうえで肥大化したパートナ一群を効呆的に監視・統制
していけるのか, というフランチャイズ・システムを運営する際のもっと
も難しい課題が残される。「セルコホーム」(Selco Home) と い うコー ポレー
ト'プランド,さらに主力商品の輸入住宅「ザ・故郷」(The Home)の製
品ブランドを全国レぺルで強化し, それらのブランド力を拡販に繁げてい
くためには, 当然のことながら, 各パートナーもザ・故郷やセルコホー ム
という共通のプランドを使つて輸入住宅を施工, 販売していく必要があろ
う。 しかしながら, いったんそのようなプランド使用の権利を認めてしま
98)本稿執筆後に善き始めたものの本摘発表前に発行された村山(200l)を参照
されたい。
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う と, 以下のような間題を抱えこむことになる。すなわち, 万が一あるパー
トナーが品質の劣つた住宅を施工し販売すれば, たちまちセルコホームお
よびザ・故郷の評判に大きな傷がっき, さらにその他多くのパートナ のー
販売活動にも悪影響がおよぶことになる。
l999(平成ll)年2月時点で,セルコホームは,各パー トナー に対して
製品プランドおよびコー ポレー ト ・プランドの使用を一切許可しておらず,
あくまでも資材流通と技術・営業指導のみの役割に特化していた99)。 と
はいえ, 将来的にプランド力を強化していくという観点に立つならば, 加
盟店とのプランド共有さらに共同広告といった販売促進策の充実が不可欠
となろう。もちろん,加盟店になってからの年数や販売練数などの実額1ぺ一
スの評価基準を設けたうえで, 段階的にザ・故郷のプランド名を使用でき
る権利を認めたり, セルコホー ムとパー トナー が共同して広告を展開する,
といった仕組みを考案中であるというloo)。
さらに, フランチャイジングを成功裡に展開したいのであれば, やはり
日常的な監視・統制システムの整備が不可欠となろう。 とはいえ, 200社
にもおよぶパー トナ をーこまかく監視していくには, かなりの時間と資金
の投下が必要とされる。こうして,セルコホームは,監視・統制のための
費用負担というマイナス要因と, フランチャイジングによる売上拡大およ
びスケ ルーメリットによる費用削減というプラス要因を比較秤量しながら,
フランチャイズ・システムの最適規模を模索するという難しい間題に直面
することになる。ただし, 監視・統制システムの整備なくして,無条件で
フランチャイズ・システムを拡大していくことは, かなりリスキーな選択
であり会社の長期的な存続を危うくするに違いない。すなわち,直営ルー
トを利用するにせよ, フランチャイジングのルートを拡大するにせよ, セ
99) しかし, 本稿の脱稿の直前におこなった調査で. l999 (平成ll) 年9月より
製品プランドおよびコーポレートプランドの利用を許可する方針に転換した
ことが明らかになった。セルコホーム関係者へのヒアリング(2000年l2月l5
日 ) よ り。なお,この点にっいては.村山(200l)で詳しく論じている。
l00)セルコホーム関係者へのヒアリング(l999年3月22日) よ り。-l67- 83
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ルコホー ムとヴァイスロイの取引関係を安定化させるlつの力となってい
た販売ないし販路の拡大については, 今後, 一段と厳しい環境に対峙する
ことになろう。 ここに, セルコホームによる流通政策や営業政策のさらな
る真価が間われることになる。
さて, セルコホー ムの資材調達システムには, 上で述べたような間題が
依然として残されているのだが, それ以上に同社の事業の存続と発展を左
右している深刻な間題は, やはり財務経営の難しさ, とりわけ資金調達難
にあろう。先にも述べたが,バプル経済崩壊以降,日本の金融システムに
おける不良債権の累積が明るみに出たことで, 大手銀行が一斉に貸し出し
に慎重な姿勢を取り始め, さらに債権の回収にも奔走し始めた。 そして,
この影響をもろに受けた企業群のlつが, バブル経済期に染みっいたディ
ぺロッパ一型の事業体質から依然として抜けきれずにいた中小の工務店や
住宅メー カーであった。 セルコホームも同様に厳しい状況に追い込まれて
いたと思われるが, 致命的なダメー ジを受ける前に, 注文住宅強化の姿勢
を表明し, その推進力としての輪入住宅に着限していった。
もちろん, 注文住宅はディぺロッパ一型の建売住宅やマンションに比べ
て資金運営が容易であるとはいえ, やはり外国サプライヤーとの代金決済
などの局面においては短期の借り入れが不可欠であり, 資金調達の間題か
らは完全に解放されているわけではない。おそらく, 販売からの収益で,
つぎの資材代金を決済していくといった具合に, 文字どおりの自転車操業
こそが現実の姿ではないだろうかlol)。 しかも, 過去に仕込んだ手持ちの
土地を処分するために, セルコホー ムは, 依然としてマンションの建設,
販売といったミニ開発を継続させており, いまだディぺロッパ一型の事業
からは完全に脱却できないでいると思われるlo2)。
l0l)セルコホームで実地調査をおこなったカナダのサスカチュワン大学の研究
グループとの意見交換による (2000年6月l3日仙台において)。
l02)時には, 過去に仕込んだまま活用できない幾つかの土地を他のディぺロッ
パーに売却し流動化を図つている。 これもディぺロッパ一型事業からの脱
却を進めるlつの姿勢といえよう。
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以上でみてきた資材調達システムの構築に向けた様々な働きかけ, さ ら
にフランチャイジングによる販路拡大などの施策の全てが, このセルコ
ホームの必ずしも強固とはいえない財務基盤のうえで展開されていた経営
行動なのである。 ゆえに, このような厳しい状況におかれた財務経営に今
後なんらかの願きがみられれば, 資材調達システムの崩壊はもとより, 脆
くも全ての事業が水泡に帰することにもなりかねない。 日本の金融システ
ムの再構築がなかなか軌道に乗れない現在, セルコホー ムの財務経営のパ
フォ マーンスこそが同社の輸入住宅ビジネス, さらにヴァイスロイの住宅
輸出ビジネスの成否を左右する, まさに重要な鍵となっていくのではない
だろうか。
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